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序章  本論文の問題意識と目的 
 
第１節  はじめに  
 
発展途上国の管理職に対する人材育成支援機関で、東南アジア諸国連合



















ASEAN経済共同体（ASEAN Economic Community：以下では AECと記述する）
である。ASEAN は政治的理由からの結束でスタートしたが、今や経済的理由か







義されている。AEC は 1993 年の ASEAN 自由貿易協定（ASEAN Free Trade 
Agreement：以下では AFTA と記述する）を皮切りとした段階的な経済統合のプ
ロセスをたどってきており、発足日を境に劇的な制度変更が行われたわけではな













































































第２節  先行研究  
 







































第２項  Regnier によるタイの中小企業政策研究  
 
  Regnier（2000）はアジア通貨・経済危機前後のタイの中小企業について以下
の 5 つの点を取り上げて分析を行った。  
 

































第３節  本論文の構成  
 
本論文は 9 章で構成されており、各章の関係は図序-1 の通りである。  
第 1 章では、ASEAN にとって重要かつ大幅な環境変化となる、AEC について
考察する。反共同盟と言われた ASEAN が共産国をも加盟国として地域協力を進
めていった。特に、アジア通貨・経済危機の経済が落ち込んだことをきっかけに
ASEAN としてのまとまりが進み、経済、政治・安全保障、社会・文化の 3 つの
共同体からなる ASEAN 共同体構想が協議された。中でもより一層の経済発展を
目指すためには重要な地域経済協力であり、企業経営にとって無視できない変化
である経済における共同体としての AEC について考察する。  
第 2 章では、AEC が ASEAN の産業にどのような影響を与えているのか、先行














析する。2002 年から 5 か年計画として策定され、最終目標数値に対して、毎年
評価を行い、次の 5 か年の目標を設定している。中小企業振興計画ではどのよう
な支援を行ってきたか、その成果と合わせて考察する。  






て「世界の台所（Kitchen of the World）」プロジェクトを進めているが、課題は
何か、その課題に対してタイ国政府はどのような支援計画を策定しているのかを
考察する。また、AEC 発足を受けて中小企業間の情報共有を行う場として立ち上
がった工業省産業振興局（Department of Industrial Promotion：以下では DIP
と記述する）中小企業ネットワークについて考察する。  













第 9 章では、ASEAN SME Policy Index を取り上げて、ASEAN としての中小
企業振興政策の分析・評価を考察する。経済協力開発機構（Organization for 







































序章 本論文の問題意識と目的  
第３章  タイの中小企業振興政策への転換  
第６章  タイ国政府の支援策  
第５章  タイの中小企業白書から見る中小企業振興  
第４章  タイの中小企業振興計画  
終章  本論文の成果と課題 
第１章  AEC とは何か 
タイの中小企業振興政策  
第８章  タイの食品中小企業の AEC に対する経営戦略  
第２章  AEC が与える影響に関する研究  
第７章  ASEAN の中小企業振興  
第９章  OECD によるタイの中小企業振興政策の分析・評価  
 11 
 
第 1 章  AEC とは何か 
 
第１節  はじめに  
 
ASEAN を一つの国と見なした場合、日本 ASEAN センタ （ー2017）によると、
2016 年には世界の 9％近くとなる 6 億 3700 万人の人口を占め、GDP が 2.5 兆
US ドルとなり、世界で 7 番目の経済国となっている。その利点を活かすため、
経済、政治・安全保障、社会・文化の 3つの共同体からなる「ASEAN共同体（ASEAN 
Community：以下では AC と記述する）」構想が協議され、2015 年 12 月末に発
足した。Inama and Sim（2015）によると、経済共同体である AEC は貿易の円
滑化、サービス貿易の自由化、投資の自由化および円滑化、広域的なインフラ整
備、基準の適合および相互認証、格差是正などのための域内協力などを含んだ質












本章では ASEAN の沿革および AEC 設立に至った経緯、AEC の概要、EU と
の違いについて考察する。なお、本章で記載している ASEAN の各種宣言、合意
書、協定書は ASEAN ホームページ（https://asean.org/：最終アクセス 2019 年




第２節  ASEAN の沿革 
 
第１項  ASEAN の前身である東南アジア連合の創設  
 












(4) 東南アジア研究の推進を行う。  
(5) 資源利用・農工業開発・貿易拡大・運送通信手段の改善・全般的生活水準の
向上などについて実りある協力を推進するための実施機関を設置する。 











第２項  ASEAN の基本原則 
 

























ていった。そのため、1976 年 2 月に開催された第 1 回 ASEAN 首脳会議で採択
された ASEAN 協和宣言（Declaration of ASEAN Concord I、通称：バリ・コン
コード I）では政治的な安定の追及を最重要視している。また同時に採択された





べられている。なお、ASEAN ホームページ2には以下の通り記載されている。  
 
“The ASEAN Way” 
 Raise our flag high, sky high 
 Embrace the pride in our heart 
 ASEAN we are bonded as one 
 Look-in out to the world 
 For peace, our goal from the very start 
 And prosperity to last. 
 We dare to dream we care to share 
 Together for ASEAN 
 We dare to dream 












    我々の心に誇りを持て  
    ASEAN として我々は一つである  
    世界の内外を見よ  
    平和が我々の最初の目標であり  
    繁栄が最後の目標である  
    我々は夢を見て、我々は共有する  
    ASEAN のために  
    我々は夢を見て  







ASEAN 加盟時には ASEAN 設立宣言、ASEAN 協和宣言、第二 ASEAN 協和
宣言（Declaration of ASEAN Concord II、通称：バリ・コンコード II）3、TAC、
東南アジア平和・自由・中立地域（Zone of Peace, Freedom and Neutrality：以
下では ZOPFAN と記述する）宣言4、東南アジア非核兵器地帯条約（Southeast 











なお、ASEAN 設立に伴って ASA は発展的に解消され、その後、1984 年 1 月
にブルネイ、1995 年 7 月にベトナム、1997 年 7 月にラオスとミャンマー、1999

















ASEAN 工業化プロジェクト（ASEAN Industrial Projects：以下では AIP と記
述する）、ASEAN 工業補完協定（ASEAN Industrial Complementation：以下で













たと言える。その後、参加条件を緩和した ASEAN 工業合弁事業（ASEAN 
Industrial Joint Ventures Program：以下では AJIV と記述する）が実施された。
しかし、各国における輸入代替により工業化を進めるという思惑には変化がなか
ったことから、成果は乏しいものとなった（浦田・牛山・可部、2015、p.12）。  
1985 年に調印したプラザ合意は ASEAN の経済および地域協力や統合に大き
な影響を与えることとなった。アメリカと西欧諸国は日本に対し、徹底的かつ抜
本的な構造改革の着手を求め（西村、2018、p.394）、円の相場が 1985 年の 1 ド
ル＝238 円から、1988 年には 128 円になった。この円高・ドル安により、日本
企業は苦境に立たされたが、アジア新興工業経済地域（Asian Newly 
Industrializing Economies：以下ではアジア NIES と記述する）7に続いて、
ASEAN への日本からの直接投資という国際分業体制を進め、苦境を乗り切ろう


































1991 年以降の ASEAN を取り巻く政治経済構造の変化、特に、1991 年の冷戦
終結、1992 年の中国の社会主義経済の宣言、1993 年の EU の設立、1993 年のア
ジア太平洋経済協力フォーラムによる初の首脳会議の開催、1994 年の北米自由貿
易協定（North America Free Trade Agreement：以下では NAFTA と記述する）
の設立、1995 年の世界貿易機関（World Trade Organization：以下では WTO と
記述する）の設立が域内経済協力の深化と拡大に向かわせることとなった。
 
9 一橋大学  赤松要教授が 1935 年に発表した「吾国羊毛工業品の貿易趨勢」の
中で提唱された理論。  














は海外直接投資（Foreign Direct Investment：以下では FDI と記述する）にお
いて ASEAN の強力なライバルとなった（西村、2018、p.400）。  
1992 年 1 月に開催された第 4 回 ASEAN 首脳会議では、「ASEAN 自由貿易地
域のための共通効果特恵関税スキームに関する合意（ASEAN Free Trade 





共通効果特恵関税（Common Effective Preferential Tariff：以下では CEPT と記
述する）で、先発加盟国であるインドネシア、マレーシア、フィリピン、シンガ








1995 年 12 月に開催された第 5 回 ASEAN 首脳会議では、AFTA-CEPT 合意時
に採択された「経済協力強化に関する枠組み協定（ASEAN Framework 
Agreement on Strengthening Economic Cooperation）」に基づいて「ASEAN サ
ービス貿易枠組み協定」（ASEAN Framework Agreement on Services）、「知的財
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産協力に関する枠組み協定（ASEAN Framework Agreement on Intellectual 
Property Cooperation）」が締結された。同会議で採択されたバンコク宣言は、
AFTA による貿易自由化の前倒し、FDI 誘致を促進するために ASEAN 投資地域
（ASEAN Investment Area：以下では AIA と記述する）を設立すること、関税
分類表の調和化、基準認証・相互承認、中小企業開発計画、航空自由化（オープ
ンスカイ）、エネルギー分野の協力など（鈴木、2016、p.73）にも言及している。  
1996年からは BBC スキームの発展型とされる ASEAN 産業スキーム（ASEAN 





第３節  AEC 設立に向けて  
 







された第 2 回 ASEAN 非公式首脳会議で、現下の危機への対応として金融制度改
革や域内外との協力の進め方、そして AFTA や AIA などからなる開放的な貿易・
投資環境を維持することなどが確認された（鈴木、2016、p.74）。また、ASEAN


















（Hanoi Plan of Action：以下では HPA と記述する）を 1998 年 12 月に開催され
た第 6 回 ASEAN 首脳会議で採択した。HPA の重点事項として、以下の 10 項目
があげられた。  
 
(1) マクロ経済と金融に関する協力の強化  
(2) 経済統合の強化  
(3) 科学技術開発の推進と情報技術インフラの開発 
(4) 社会開発の促進と金融・経済危機の社会的影響への取り組み  
(5) 人材育成の促進  
(6) 環境保護と持続的発展の促進  
(7) 地域の平和と安全保障の強化  
(8) アジア太平洋および国際社会における ASEAN の役割強化  
(9) アジア太平洋および世界での ASEAN の役割の向上  




2000 年 11 月に開催された第 4 回非公式 ASEAN 首脳会議では、当時議長だっ
たシンガポールのゴー・チョク・トン首相（当時）が「ASEAN 統合イニシアテ
ィブ（Initiative for ASEAN Integration：以下では IAI と記述する）」を提起、
その場で合意した。これは ASEAN 域内格差を是正し、ASEAN の競争力を高め
ることを目的としており、すでに実施してきた ASEAN 域内の格差是正のための
イニシアティブをまとめたものである。支援対象はカンボジア、ラオス、ミャン
マー、ベトナム（Cambodia, Laos, Myanmar, Vietnam：以下では CLMV と記述






3 分野に重点を置くこととし、2001 年には 4 番目の分野として、地域経済統合も
追加された。IAI はあくまでもソフトインフラを内容としているのである。   
2002 年から 2008 年までの第一次 IAI ワークプランではインフラ、人材育成、
情報通信技術（Information and Communication Technology：以下では ICT と




された。なお、現在は第三次 IAI ワークプランが進められている。  













目的は、域内外からの ASEAN への投資を促進し、ASEAN の持続的な経済成長
を実現することになったといえる（鈴木、2016、p.74）。  
AEC に関しては、経済相会議により設置された経済統合に関するハイレベル・
タスクフォース「経済統合に関する高級特別委員会（High-Level Task Force on 




CLMV 諸国の統合促進のための IAI などが追加され、AEC の概念が形成されて
いくことになる（鈴木、2016、p.76）。具体的には、第一に特恵関税のための原





その提案を受けて、2003 年 10 月に開催された第 9 回 ASEAN 首脳会議におい
て、「第二 ASEAN 協和宣言（バリ・コンコード II）」を採択、2020年までに「ASEAN
経済共同体（AEC）」「ASEAN 安全保障共同体（ASEAN Security Community：
以下では ASC と記述する）」「ASEAN 社会・文化共同体（ASEAN Socio-Cultural 
Community：以下では ASCC と記述する）」からなる「ASEAN 共同体」を設立
することで合意した。  
 
12 議決に参加しない国には決議内容は適用されない。  
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どをうたっている。そして ASEAN 共同体の柱である AEC では、モノ・サービ
ス・投資・熟練労働力が自由に移動でき、資本がより自由に移動することのでき
る単一市場・生産拠点を構築するとうたわれた。  
2004 年 11 月に開催された第 10 回 ASEAN 首脳会議では、AEC 実現に向けて
の取り組みなどが話し合われ、ASEAN ビジョン 2020 を実践するための 2004 年
～2010年までの第 2期行動計画として、ビエンチャン行動計画（Vientiane Action 
Plan：以下では VAP と記述する）が採択された。第 1 期 HPA よりも具体的な長
期目標を設定し、第 1 に ASEAN 共同体の実現にむけて ASEAN の包括的な統合


















第２項  ASEAN 憲章の制定 
 
2005 年 12 月に開催された第 11 回 ASEAN 首脳会議で発表した「ASEAN 憲章
の制定に関するクアラルンプール宣言（Kuala Lumpur Declaration on the 
Establishment of the ASEAN Charter）」において、ASEAN 憲章の制定に正式
に合意した。その宣言には ASEAN 憲章に含まれるべき諸原則などが取り上げら
れている。また ASEAN がその後モットーとして掲げるようになる「One Vision, 
One Identity, One Community 」が議長声明として宣言されたのもこの首脳会議
のときである。  
その後、ASEAN の民間有識者からなる賢人会議（Eminent Persons Group：
以下では EPG と記述する）の報告書を受けて、2007 年 1 月に開催された第 12
回 ASEAN 首脳会議では、「ASEAN 憲章の指針に関するセブ宣言（Cebu 
Declaration on the Guidelines of the ASEAN Charter）」として、次回の首脳会
議で ASEAN 憲章を完成させることを宣言した。また、「ASEAN 共同体の 2015
年成立に関するセブ宣言（Cebu Declaration on the Acceleration of the 
Establishment of an ASEAN Community by 2015）」では「ASEAN 共同体の設
立に向けて準備を加速されることを ASEAN として強く決意する」と宣言し、設
立を 5 年前倒しの 2015 年にすることが宣言された。Inama and Sim（2015）に
よると、2020 年設立ですら野心的な目標と言われていたにも関わらず 5 年前倒










が必要だった。その中で、2007 年 11 月に開催された第 13 回 ASEAN 首脳会議
では ASEAN 憲章が調印され、同憲章は 2008 年に発効した。  
ASEAN Secretariat（2009e）は、ASEAN 憲章とは、ASEAN の運営に関して
ASEAN 設立以来蓄積してきたルールや慣行を改めて整理し明文化すると同時に、
ASEAN が実践してきた慣習であるコンセンサスと協議に基づく意思決定を効率
化したものであると述べた。前文と全 55 条、4 つの付属文書から成り立っており、
主な項目は下記の通りとなっている。  
 
＜表 1-1  ASEAN 憲章の構成＞  
第 1 章 目標と原則  
第 2 章 法人格 
第 3 章 メンバーシップ  
第 4 章 組織 
第 5 章 ASEAN 連携団体 
第 6 章 免除と特権  
第 7 章 意思決定  
第 8 章 紛争解決  
第 9 章 予算および財務  
第 10 章 履行と手続き  
第 11 章 アイデンティティとシンボル  
第 12 章 対外関係  
第 13 章 一般・最終条項  












石川・清水・助川（2009）によると、第 1 に全加盟国が署名したこと、第 2 に
ASEAN の存立基盤の強化がなされたこと、第 3 に ASEAN の目標や基本原則あ
るいはルールを明確化し成文化したこと、第 4 にこれまであった制度を明文化し
整理したこと、さらには制度を新たに構成したことが ASEAN 憲章制定の重要な
成果としている。また、経済統合の面から見ると、第 1 に AEC の内容を明文化
し、経済目標の最上位に置いていること、第 2 に経済格差の縮小も明文化してい
ること、第 3 に経済関係を最重要点とし、東アジア地域協力における推進力とし
ての役割の維持を明文化したこと、第 4 に経済に関する ASEAN ルールの支持を





第３項  ASEAN 共同体のロードマップ  
 
ASEAN 憲章を踏まえ、ASEAN 共同体の基本構想が記載された「ASEAN 共同






とが掲げられた。そして、AEC に関しては 2015 年までのロードマップ「AEC ブ













2009 年 3 月に開催された第 14 回 ASEAN 首脳会議では、保護主義への対抗や
マクロ政策協調など危機への対処が話し合われた。その結果、「ASEAN 共同体
2009～2015 のロードマップに関するチャアム・ホアヒン宣言（Cha-am Hua Hin 
Declaration on the Roadmap for the ASEAN Community 2009-2015）」がなさ
れ、AEC 確立に向けての統合の推進が確認された。「AEC ブループリント 2009
～2015（AEC Blueprint 2009-2015）」、「APSC ブループリント（APSC 






















2010 年 10 月に開催された第 17 回 ASEAN 首脳会議では、ASEAN 連結性マス








第４節  AEC の概略 
 
第１項  AEC ブループリントの概略  
 







割を果たすような機会を提供する」と AECブループリントでは説明されている。  
AEC が目指す方向性を具体的に示した重要文書として、AEC ブループリント




本項では AEC ブループリントについて考察する。AEC ブループリントは様々
な合意、協定、計画、措置などを整理、統合、拡充して作成された包括的な行動














年から 2015 年までの 8 年間を 2 年ごとに分け、段階的に必要な措置を実施する
とした。  
なお、全項目の過半数である 32 の措置の実施が「単一市場・生産拠点」の項




＜表 1-2  AEC プループリントの構成＞  
I. 序文 
II. AEC の特徴と構成要素  
A. 単一市場・生産拠点  
A1. モノの自由な移動  
A2. サービスの自由な移動  
A3. 投資の自由な移動  
A4. 資本のより自由な移動  
A5. 熟練労働者の自由な移動  
A6. 優先統合分野  
A7. 食料、農業、林業  
B. 競争力ある経済圏  
B1. 競争政策  
B2. 消費者保護  
B3. 知的財産権  
B4. インフラ開発  
B5. 税制 
B6. 電子商取引  
C. 公正な経済発展  
C1. 中小企業開発  
C2. ASEAN 統合イニシアティブ  
D. グローバル経済への統合  
D1. 対外経済関係への一貫したアプローチ  
D2. グローバルサプライチェーンへの積極的な参加 
III. 戦略的スケジュール  
A. 実施メカニズム  
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B. 資源  
C. コミュニケーション  
D. レビュー  
IV. 付属  









定（Free Trade Area：以下では FTA と記述する）が実現し、次のような姿とな
る。 
 
＜表 1-3  AEC ブループリントの予想成果＞  
A. 単一市場・生産拠点  





規制を満たした物品に限られる。2009 年の ASEAN 物品貿易協定






A2. サービスの自由な移動  
サービス貿易は実質的には全分野が開放される。しかし、第 1 モード（サ
ービスの越境）、第 2 モード（サービス消費者の越境）は自由化されるが、
第 3 モード（業務拠点）は外資出資比率が 70％に制限されている。第 4
モード（サービス供給者の越境）はどの程度開放されるのか明確ではな
い（石川、2008）。 

















A6. 優先統合分野  
12 の優先統合分野では、調整担当国とロードマップが定められ、共通お
よび分野別のイニシアティブが決定された。また、ロードマップについ
ては年 2 回見直しを行うことで、関連プロジェクトを促進する。  
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B. 競争力のある経済圏  




B2. 消費者保護  
関連機関のネットワーク形成、担当者などの教育・訓練を行う。  
B3. 知的財産権  
知的財産権保護の観点から、法律の整備が進められ、人材の育成、協力
ネットワークの構築が行われる。  











ーと開発基金が ASEAN レベルで創設される。 





C. 公正な経済発展  
C1. 中小企業開発  
「ASEAN 中小企業開発政策ブループリント（ASEAN Policy Blueprint 
for SME Development：以下では APB と記述する） 2004-2014」によ
り、中小企業の開発を促進し、競争力強化・経済発展へ寄与する。  
C2. ASEAN 統合イニシアティブ  
加盟国間の開発の格差是正、また世界の他の地域との格差を是正するた
めに、技術支援や教育プログラムの提供などの支援を実施する。  
D. グローバル経済への統合  
D1. 対外経済関係への一貫したアプローチ  
対外的経済関係において、「ASEAN Centrality」アプローチを構築する。 
D2. グローバルサプライチェーンへの積極的な参加  
グローバルサプライチェーンに参加できるように、技術的支援や生産性
向上を開発する。  














（ASEAN Secretariat、2009c）には 8 つの目標が掲げられている。  
 
(1) ASEAN の統合と協力を促進する  
(2) より強固な製造ネットワークを通してグローバル競争力を促進する  
(3) ASEAN の人々の福祉や生活を促進する  
(4) ASEAN のルールやガバナンスを促進する  
(5) ASEAN 各国の経済拠点を結ぶことで開発格差を埋める  
(6) 地域経済や社会開発を促進する  
(7) 環境変化への対応と同時に持続可能な開発への努力を促進する  
(8) 連結性の悲観的な見方を払しょくする。  
 
具体的には(1)物的連結性、(2)制度的連結性、(3)人と人の連結性の 3 つの連結
性の強化を目標として、表 1-4 の通り戦略が提示されている。  
 
＜表 1-4  MPAC の戦略＞ 
(1) 物的連結性  ① ASEAN ハイウェイネットワークの完成  
② シンガポール～昆明鉄道プロジェクトの完成  
③ 効率的で統合された内陸水運の創設  
④ 統合され、効率的で競争力のある海運システム  
⑤ ASEAN を東アジアの輸送ハブとする統合され継ぎ
目のないマルチモダル輸送 
⑥ ICT インフラとサービス開発の促進  
⑦ エネルギーインフラプロジェクトにおける制度的課
題解決の促進  




(2) 国家間の旅客の陸送円滑化イニシアティブの実施  
(3) ASEAN 単一航空市場の発展  
(4) ASEAN 単一海運市場の発展  
(5) 貿易障壁の撤廃による ASEAN 域内のモノの自由な
移動の促進  
(6) 効率的で競争力のある物流センターの発展促進  
(7) 貿易円滑化の大幅な改善 
(8) 国境管理能力の向上  




(3) 人と人の連結性  ① ASEAN 域内の社会経済的な理解の深化  
② ASEAN 域内の人の移動の促進  
（出典）ASEAN Secretariat (2009c)より筆者作成 
 
MPAC は 3 つの連結性を強化する計画となっており、特に、AEC ブループリ
ントを補強し、AEC 実現で重要な位置づけとなっている。  
 
第３項  2015 年に改定された AEC プループリント  
 
2014 年 11 月に開催された第 25 回 ASEAN 首脳会議では「ASEAN 共同体ポス
ト 2015 ビジョンに関するネピドー宣言（Nay Pyi Taw Declaration on the 
ASEAN Community’s Post 2015 Vision）が採択され、ASEAN 共同体発足後の
ビジョンについて明示された。2015 年 11 月の第 27 回 ASEAN 首脳会議では、
「ASEAN 経済共同体 2015（ASEAN Economic Community 2015: Progress and 




統合に向けたロードマップとして、AEC ブループリントも含む「ASEAN 2025: 




＜表 1-5  AEC ブループリント構成の比較＞  
AEC ブループリント  AEC ブループリント（改訂版）  
A. 単一市場・生産拠点  
  A1. モノの自由な移動  
  A2. サービスの自由な移動  
A3. 投資の自由な移動  
  A4. 資本のより自由な移動  
  A5. 熟練労働者の自由な移動  
  A6. 優先統合分野  
  A7. 食料、農業、林業  
A. 高度に統合され結合した経済  
  A1. 物品貿易  
  A2. サービス貿易  
  A3. 投資環境  
  A4. 金融統合、金融包括、金融安定
化 
  A5. 熟練労働者・ビジネス訪問者の
移動の円滑化  
  A6. グローバルバリューチェーンへ
の参加の強化  
B. 競争力ある経済圏  
  B1. 競争政策  
  B2. 消費者保護  
  B3. 知的財産権  
  B4. インフラ開発  
  B5. 税制  
  B6. 電子商取引  
B. 競争力のある革新的でダイナミッ
クな ASEAN 
  B1. 効果的な競争政策  
  B2. 消費者保護  
  B3. 知的財産権協力の強化  
  B4. 生産性向上による発展、技術革
新、研究開発など  
  B5. 税制協力  
  B6. ガバナンス  
  B7. 効率的・効果的な規制  
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  B8. 持続可能な経済開発  
  B9. グローバルメガトレンド・通商
に関する新たな課題  
 C. 高度化した連結性と分野別協力  
  C1. 交通運輸  
  C2. ICT 
  C3. 電子商取引  
  C4. エネルギー  
  C5. 食料、農業、林業  
  C6. 観光  
  C7. 保健医療  
  C8. 鉱物資源  
  C9. 科学技術  
C. 公正な経済開発  
  C1. 中小企業開発  
  C2. ASEAN 統合イニシアティブ  
D. 強靭で包括的、人間本位・中心の
ASEAN 
  D1. 中小企業強化  
  D2. 民間セクターの役割強化  
  D3. 官民連携  
  D4. 格差是正  
  D5. 地域統合に向けた努力への利
害関係者による貢献  
D. グローバル経済への統合  
  D1. 対外経済関係への一貫した  
アプローチ  
  D2. グローバルサプライチェーン  
への積極的な参加  














第５節  AEC と EU 
 








(1) 自由貿易地域：  
加盟国間の関税（ならびに量的貿易制限）を撤廃するが、関係各国による非
加盟国に対する関税は従来通りである。1960 年欧州自由貿易連合（European 
Free Trade Agreement：以下では EFTA と記述する）、1994 年 NAFTA が該
当する。  
(2) 関税同盟：  
関税同盟内における商品移動に関する差別待遇が排除される。非加盟国との
貿易に対し、同盟国は関税の均一化政策を採用する。1958 年欧州経済共同体
（European Economic Community：以下では EEC と記述する）、スイスと
リヒテンシュタインとの関税同盟、南部アフリカ関税同盟（Southern African 
Customs Union：以下では SACU と記述する）が該当する。  




単一市場（EC Single Market）、1994 年南米共同市場（Mercado Comun del 
Sur：以下では MERCOSUR と記述する）が該当する。  
(4) 経済同盟：  
商品移動および生産要素の移動に対する制限を撤廃する。各国経済政策の調
整もある程度実現しようとする。1948 年ベネルックス経済同盟、1993 年マ
ーストリヒ条約で確立された経済通貨同盟（Economic and Monetary 
Union：以下では EMU と記述する）が該当する。  












対象として挙げられるのが WTO である。WTO の場合は、要件に適合するい
かなる国も加盟国対象とするが、経済連合の場合は加盟国を選別している。  




の「経済統合の理論」によると、FTA →  関税同盟 →  共同市場  →  経済同








第２項  EU の成り立ち 
 




の最初である。具体的な組織としては、1953 年 2 月欧州石炭鉄鋼共同体
（European Coal and Steel Community：以下では ECSC と記述する）の設立と
なる。辰巳（2016）によると、その前の 1948 年 4 月に欧州経済協力機構






から、西欧の安全保障は北大西洋条約機構（North Atlantic Treaty 
Organization：以下では NATO と記述する）の枠組みで考えられることになり、
欧州統合は経済分野を中心に行われることになった（辰巳、2016、p.14）。その
後、1958 年 1 月に EEC および欧州原子力共同体（European Atomic Energy 
Community：以下では Euratom と記述する）が発足した。EEC は、より高度な
関税同盟を初期の目標とし、さらに進んで共同市場（域内市場）を形成すること
を中間目標とし、最終的には経済同盟の形成をめざした（辰巳、2016、p.15）。
その後、ECSC、EEC、Euratom が統合されて、1967 年 7 月に欧州共同体
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（European Community：以下では EC と記述する）となったが、一つの共同体
ができたのではなく、３つが併存していく形をとった。1993 年 11 月に EU 条約










とが EU の特徴と言える。 
 
第３項  ASEAN と EU の違い 
 
EU は ASEAN のモデルになるのだろうか。EU と ASEAN を比較してみると、
以下の違いがあげられる。  
(1) ASEAN は関税同盟ではない。EU は 1993 年に単一市場を実現し、域内関税
が撤廃された。また関税同盟でもあるため、域外関税も共通である。AEC で








建築、測量、調査、観光、医療、歯科、会計の 9 業種。  
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(3) ASEAN 内では EU のユーロにあたる単一通貨については話し合いもなされ
ておらず、計画も見通しも存在しない。  





一市場・生産拠点」であり、AFTA の設立なのである。  
経済共同体は ASEAN の統合の次のステップと位置づけられている。経済共同




AEC を目標として設定したものと考えられる。  
 
第６節  AEC の課題 
 
AEC の創設が ASEAN 加盟国とその国民の利益になり、世界経済においてより
発展していくためには必要であることを理解してもらうことが重要である。しか



















ASEAN の意思決定メカニズムや ASEAN 事務局の実行権限の拡大も視野に
入れた組織改革が必要と考える。  
(2) 大半の措置を具体的に実施するのは加盟国政府であり、その多くは法制化や
行政指導などを通じ国内措置として実施されるが、ASEAN は EU のように

















どの声明や ASEAN 事務総長のスピーチなどにおいて引用される15。AEC の進捗
評価を把握するには有益な文書ではあるが、問題も多い。福永（2015）によると、
第一にスコアの詳細が公表されていないことから、第三者による検証がほぼ不可













鈴木（2016）によると、AEC は ASEAN が経済統合を深化させていく過程そ





また、AEC には 3 つの誤解があると、鈴木（2016）は以下の通り分析してい
る。第一の誤解は、AEC が EU に匹敵する経済統合であるとみなすものである。
 
15 今まで公表された実施率と措置数（実施済／対象政策）は、2010年 3月 73.6％、
81／110、2012 年 3 月 67.5％、187／277、2015 年 10 月 79.5％、486／611 とな
っている。なお、2014 年に公表予定だったが見送られ、2015 年となった。  











石川（2016）によると、2015 年 10 月に大筋で合意された環太平洋パートナー









TPP 以外に東アジア地域包括的経済連携（Regional Comprehensive Economic 
Partnership：以下では RCEP と記述する）には ASEAN10 か国が、またアジア




















第７節  小括  
 





ASEAN の方向性を読み取ることができる。その中でも AEC はより一層の経済発
展を目指すためには重要な地域経済協力であり、単一市場・生産拠点化は企業経
営にとって無視できない変化である、経済における共同体である。しかしながら、
ASEAN には AEC 実施の権限がなく、スケジュール通りに進めることができるの
か、ASEAN 加盟国が独自に域外諸国との経済協力を進めている他の経済協力機
構との調整はどうするのかといった点が課題として挙げられている。  







＜参考資料  ASEAN の歩み＞  
年月 歩み 
1961 年 7 月 ASEA 創設宣言 
1967 年 8 月 ASEAN 設立宣言＊  
1971 年 11 月 東南アジア平和・自由・中立地域宣言＊  
1976 年 2 月 ASEAN 協和宣言＊  
1976 年 2 月 東南アジア友好協力条約＊  
1976 年 2 月 ASEAN 事務局設立協定＊  
1984 年 1 月 ブルネイ加盟  
1995 年 7 月 ベトナム加盟  
1995年 12月 東南アジア非核兵器地域条約＊  
1997 年 7 月 ラオスおよびミャンマー加盟  
1999 年 4 月 カンボジア加盟  
1992 年 1 月 ASEAN 自由貿易地域のための共通効果特恵関税スキームに関
する合意  
1997年 12月 ASEAN ビジョン 2020 
2000 年 11 月 ASEAN 統合イニシアティブ  
2003年 10月 第二 ASEAN 協和宣言＊ 
2007 年 11 月 ASEAN 憲法 
2007 年 11 月 AEC ブループリント  
2009 年 3 月 ASEAN 共同体 2009～2015 のロードマップに関するチャア
ム・ホアヒン宣言  
2010年 10月 ASEAN 連結性マスタープラン  
2015年 12月 ASEAN 共同体創設  
（注）＊は ASEAN 加盟時に同時に加盟する条約 
（出典）ASEAN ホームページ（https://asean.org/：最終アクセス 2019 年 12 月
19 日）より筆者作成  
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第２章  AEC が与える影響に関する研究 
 
第１節  はじめに  
 
ASEAN の中小企業は AEC をどのようにとらえているのだろうか。また、AEC
発足に伴ってどのような影響を中小企業に及ぼすと考えられているのであろうか。








第２節  AEC の産業への影響に関する研究  
 
第１項  Wong and Wirjo（2013）による調査  
 
Wong and Wirjo（2013）は ASEAN 内で事業を行う企業に対して実施された




57％となっている。今後の経営戦略において AEC は重要と 72％の企業が答えて
いる。AEC に関連して取り組まれている施策に対する満足度では、満足度が高い
のが関税撤廃や投資保護であり、逆に低いのが情報普及となっている。本調査は
2010 年から ASEAN ビジネス諮問委員会（ASEAN-Business Advisory Council：













第２項  Hu（2013）による調査  
 
Hu（2013）も 2011 年に AEC に関する調査を実施している。Wong and Wirjo
（2013）と異なり、各国からその国の代表（産業、企業規模、地理的位置、所有
形態を選定基準とする）となる企業 40 社を選んで行っている。表 2-1 の通り、
認識度で見ると 56％もの企業が AEC に関する認識がないと回答している。中で
も大企業や発展が進んでいる国での認識度が低くなっているが、それは AEC に
おける経済統合が進んでいないためと指摘している。その反面、他国との FTA に












ブルネイ 20 35 50 15 41
カンボジア 74 43 81 58 71
インドネシア 23 30 57 25 30
ラオス 73 40 50 35 38
ミャンマー 64 31 62 40 48
フィリピン 20 63 80 60 54
シンガポール 14 52 72 69 45
タイ 70 67 83 67 51
ベトナム 24 57 71 51 61





第３項  Park, Ungson, and Francisco（2017）による調査  
 





いる。なお企業は、①2003 年～2012 年における収入のトップ 500 社、②10 年間
の平均収入増加率と 2012 年の収益性のトップ 500 社および各国において平均的
にトップ 500 社に入る企業、③地域の専門家からの推薦とし、その結果、ブルネ
イ 2 社、カンボジア 1 社、インドネシア 11 社、ラオス 3 社、マレーシア 4 社、
ミャンマー1 社、フィリピン 12 社、シンガポール 3 社、タイ 15 社、ベトナム 6













(3) マーケティング戦略のパイオニア  
マーケットの傾向や消費者のニーズをつかむことのできるセンスと、革新的
なビジネスモデルと技術を開発する能力がある。 
(4) ローカリゼーションの深化  
ターゲットとする地元のニーズや要求を満たすだけではなく、ローカルセク
ターでは見えない文化的姿勢や価値を見出す力を導き出している。  
(5) 国際化の育成  
比較優位を得るためグローバル化を進め、海外市場に参入し、グローバルバ
リューチェーンを構築し、高度な能力を得ることを明確な戦略としている。  
(6) シナジー効果  
垂直および水平の多様性をネットワークでつなぎ、関係のないと思われる活
動からシナジー効果を生み出している。  


























＜表 2-2 インドネシアの中小企業の課題と機会＞  
























































































Global Trade Analysis Project （以下では GTAP と記述する）モデル1を用いて
分析している。インドネシア経済にとって繊維産業は重要な位置を占めており、
2012 年には世界市場でのシェアが 1.6％となり、世界第 12 位となった。それは
インドネシアが人口 2億 4千万人を抱え、労働集約型産業には有利であることと、
国内市場も大きいことから、比較優位性があるためである。しかし、2015 年の













③産業界との協調が AEC 発足後の産業強化には必要と考察した。  
 




的アクションプラン（ASEAN Strategic Action Plan for SME Development：以
 
1 各国間の貿易政策のインパクトを数量的に把握することを目的にして、1992 年
に設立された GTAP により構築された応用一般均衡モデル。  
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下では ASAP と記述する） 2010～2015 が ASEAN 内の経済発展の格差是正を促
進するために ASEAN が設けた中小企業振興のフレームワークとして取り上げた。




















ことで、ASEAN への参加が可能とした。  
 
第３節  AEC のタイの産業への影響に関する研究  
 





































(1) 自社の事業を考えて、適切な国を選択する。  
(2) ターゲット市場における他社製品を研究する。  
(3) 規則などを理解する。  
(4) 英語能力をつける。  
(5) ASEAN の他の言語を使える従業員を雇用する。  
(6) テレビなどのメディアを通じて情報を入手する。  
(7) 現地を訪問する。  
(8) 地元のメディアに触れる。  
(9) ネットマーケティングを活用する。  








第３項  Kunanoppadol（2014）による調査  
 
Kunanoppadol（2014）は Nakorn Pathom 州の中小企業 100 社からデータを
収集し、AEC に関する認識調査を行った。調査は①対象企業に関する一般的な質
問、②AEC に関する認識度、③AEC に対する準備の 3 つのカテゴリーにまたが
って行われた。  





























産政策を取り上げている。第 1 期は 1960 年代から 1980 年代末までで、車両国産
化規制、車両国産化率引き上げ、完成車輸入禁止とする輸入代替化政策である。
第 2 期は 1990 年代以降 2010 年までで、国産化規制緩和を進め、自由化・国際化
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の時期となる。第 3 期は 2010 年以降で、AFTA 域内のみならず FTA 交渉の進展
に伴い、域外にも広がっていった。そして、自動車産業の国際競争力を強化し、
開発力の強化を進めた。AEC では単一生産基地を目指すとされ、工程間分業を可








成（1969 年～1990 年）、③自由化と輸出促進（1991 年～1996 年）、④アジア通
貨・経済危機と投資家の信頼回復（1997 年～1999 年）、⑤アジアの自動車生産拠


































第６項  Charoenrat and Harvie（2017）による研究 
 
















(1) 適切な教育と訓練の提供。  
(2) 株式市場や技術向上への投資促進。  
(3) 都市部と地方との格差の是正。  
(4) 起業促進と中小企業経営者への支援。  
(5) 海外投資の促進。  
(6) 輸出機会の促進。高付加価値の差別化された製品の輸出。  





事業運営上の適切な支援が必要であると Charoenrat and Harvie（2017）は分析
した。 
 
第７項  Siriphattrasophon（2014）による研究  
 




食品産業の改善と向上につながっているとした。FTA や EPA、AEC によって、
























第４節  日本企業の対応に関する研究  
 

























れるとした。AEC 発足による CLMV 諸国の輸入関税撤廃の実施が事前に判明し
ていたことから生産拠点の移管の動きが見られていたが、労働集約型産業のタイ







































3 タイ、カンボジア、ラオス、ベトナム、ミャンマーの 5 カ国と中国雲南省、広
西チワン族自治区の 2 省にまたがるメコン川流域の総称。  
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第３章  タイの中小企業振興政策への転換 
 





課題となっている（福島、2006、p.481）。タイでは 2000 年 2 月 17 日に中小企
業振興政策の基本となる Small and Medium Enterprises Promotion Act（以下
では中小企業振興法と記述する）が制定されるまでは、中小企業に関する政策や




















第２節  国家経済社会開発計画における中小企業振興計画  
 






る記述を抜粋すると、表 3-1 の通りである。  
 
＜表 3-1  国家経済社会開発計画における中小企業振興＞   







・ 小企業金融事務所（Small Industry Finance Office：以下では SIFO と記述
する）の独立と債務返済部門の改善支援。  









・ 中小企業や地方産業の改善と支援の拡大。  
・ 中小企業に対する融資制度や融資機関の開発。  
・ 研究開発の改善および中小企業に関連するすべての省庁間の調整。  






・ 家内工業、中小企業、地方産業の発展。  
・ 地方の中小企業における企業家の能力開発。  
・ 適正な金利による中小企業融資支援。  
・ 中小企業を支援する権利や恩恵の可能性の検討。  






・ 中小企業の経営者を支援する活動を行う民間組織への資金援助。  









・ 開発の概念を経済的視点から経営者視点に変更。  
中小企業振興政策  
・ 政府は金融支援で重要な役割を果たす。  
➢ 政府管理の金融機関を通して貸出最高限度額の設定。  
➢ 中小企業への投資のための投資信託の設立。  
➢ 中小企業・人民金融アドバイスセンター（SMEs and People Financial 
Advisory Center：以下では SFAC と記述する）の設立。  
・ 産業再生計画（1998 年～2002 年） 
➢ サポーティングインダストリーにおけるインキュベーションや強化計
画。 
➢ 中小企業振興のための企業診断制度の創設。  
➢ 中小企業（製造業）振興に向けたマスタープランの策定（1999 年 4 月） 
・ 起業家や人材育成の開発、地方のサービスネットワーク構築のための中小
企業振興公社（Institute for Small and Medium Enterprises 
Development：以下では ISMED と記述する）の設立（1999 年 4 月 5 日）。 
・ 2000 年 2 月 18 日に制定された中小企業振興法の主なポイント  
➢ 首相を委員長とした中小企業振興委員会（Small and Medium 
Enterprises Promotion Committee）の設置。  
➢ 中小企業振興事務所（Office of Small and Medium Enterprise 
Promotion：以下では OSMEP と記述する）の設立。  
➢ 中小企業支援のための予算。  
・ 2002 年に工業省が制定した従業員数と固定資産による中小企業の定義。  
・ 中小企業振興は政府の政策の一つであり、毎年政策に関する分析結果を議
会および国民に公開する。 
＜第 9 次国家経済社会開発計画（2002～2006）＞ 
開発計画  








➢ 中小企業のための経営システムの開発。  
➢ コミュニティベース企業開発のためのネットワーク作り。  
・ 中小企業を振興する国のマスタープランとして 2003 年 5 月 6 日に承認され













































第４節  アジア通貨・経済危機とその後の対応  
 
 
1 1994 年には GDP の 5.4％、1995 年 7.9％、1996 年 7.9％の赤字を計上した。
（Bank of Thailand ホームページ
https://www.bot.or.th/English/Statistics/EconomicAndFinancial/Pages/StatMa
croEconomicIndicators.aspx：最終アクセス 2019 年 12 月 19 日より） 
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第１項  アジア通貨・経済危機の勃発  
 












＜表 3-2  タイの国際収支表＞   
（単位：100万ドル）
1994年 1995年 1996年 1997年 1998年 1999年
経常収支 ▲ 7,737 ▲ 13,206 ▲ 14,350 ▲ 3,100 14,291 12,465
貿易収支 ▲ 8,730 ▲ 14,652 ▲ 16,148 ▲ 4,624 12,235 9,271
輸出（FOB) 44,649 55,731 54,667 56,725 52,878 56,800
輸入（CIF) 53,379 70,383 70,815 61,349 40,643 47,529
貿易外収支 993 1,446 1,798 1,514 2,056 3,194
資本収支 12,183 21,921 19,504 ▲ 4,343 ▲ 9,742 ▲ 7,907
民間 12,025 20,821 18,201 ▲ 7,623 ▲ 15,483 ▲ 13,836
政府 158 1,100 1,303 1,550 1,805 1,909
タイ国中央銀行 0 0 0 1,730 3,936 4,020
誤差・脱謬 ▲ 271 ▲ 1,479 ▲ 2,985 ▲ 3,196 ▲ 2,815 26
総合収支 4,175 7,236 2,169 ▲ 10,649 1,734 4,584




アクセス 2019 年 12 月 19 日より筆者作成）  
 
その結果、国際銀行と証券会社からの融資の流入額がインドネシア・韓国・マ
レーシア・フィリピン・タイで 1990 年代前半に平均 280 億ドル、1996 年では
580 億ドルであったのが、1997 年第 3 四半期からマイナスに転じ、第 4 四半期に
は年率で 960 億ドル、1998 年では 830 億ドルの引き上げが確認されると同時に
通貨と株価も下落していった。それに伴いタイ GDP 成長率も 1994 年 9.0%、1995
年 8.9%、1996 年 5.9%、1997 年△1.8%、1998 年△10.4%、1999 年 4.1%、2000
年 4.5%、2001 年 4.6%と、アジア通貨・経済危機を境に低迷した（平川・佐藤、
2003、p.20）。  
 







以下の 4 点を具体的な要因としてあげている。 
 



















































































































成などの業種別振興計画を作成し、1998 年 1 月には実行計画を作成した（大辻、
2016b、p.28）。 
アジア通貨・経済危機時のタイ国政府は新希望党を率いるチャワリット首相の
連立内閣であった。危機への対応策として、チャワリット内閣は 1997 年 9 月か










IRP は 8 項目からなるプログラムで構成され、それぞれに戦略が組み立てられ
た。 
 





(2) 特定業種の生産技術、機械類の更新  3 
(3) 熟練労働者の技能向上と労働者の技術開発訓練  4 
(4) 地方および農村における中小工業部門の育成と雇用創出  3 
(5) 新製品の開発、デザイン力や市場開拓力の開発  7 
(6) 労働集約型産業の地方への移転と地方経済の振興  3 
(7) 技術集約産業への外国企業の積極的な誘致  2 
(8) 公害排出産業の移転と産業廃棄物の処理システムの構築  4 
（出典）国際協力事業団（2002）より筆者作成  
 






























































1999 年 6 月に「中小企業政策のあり方に関する提言の基本的方向」をタイ国政
府に対し提言し、同年 7 月には「中小企業振興政策大綱（案）」を提出した。国
際協力事業団（2002）では 7 項目あるとしている。  
 
(1) 中小企業の役割  
(2) 中小企業振興政策の緊急性  
(3) タイの中小企業が直面する構造問題  
(4) タイの中小企業振興政策の方向性  
(5) タイの中小企業の抱える問題解決のための施策  
(6) 活力ある経済・社会システム実施に向けた中小企業振興政策  


































企業振興法の制定（2000 年 2 月）、②中小企業振興計画の閣議承認（2000 年 4
月）、③中小企業オフィス設置（2000 年 11 月）、④小規模企業金融公社（Small 
Industry Finance Corporation：以下では SIFC と記述する）の機能強化、⑤中
小企業開発銀行（Small and Medium Sized Enterprises Development Bank：以
下では SMEDB と記述する）の設立の閣議決定（2001 年）があげられる（国際
協力事業団、2002、p.16）。 
 
















(c)総合的品質管理（Total Quality Management：以下では TQM と記述






































第５節 中小企業振興法の制定  
 
第１項  アジア通貨・経済危機時のタイの産業構造  
 
Regnier（2000）によると、アジア通貨・経済危機の原因追及を進める中で、









































企業振興計画の立案へとつながっていった。その理由として Sevilla and Kusol
































認識から、1998 年 12 月 8 日に工業省が他の省庁、銀行、政府関連団体、民間セ
クター、技術専門家などを集めて非公式会議を主催し、中小企業の定義について
レビューを行った（Regnier、2000；Sevilla and Kusol、2000）。会議の結果を
受けて、1998 年 12 月 22 日、内閣は固定資産額のみで定義することを承認し、
2002 年 9 月 11 日に工業省は中小企業の定義を公表した。それは業種別、規模別




＜表 3-5  タイの中小企業の定義＞   







製造業 ＜＝50 ＜＝50 51～200 ＞50～200 
卸売業 ＜＝25 ＜＝50 26～50 ＞50～100 
小売業 ＜＝15 ＜＝30 16～30 ＞30～60 
サービス業  ＜＝50 ＜＝50 51～200 ＞50～200 
（固定資産は土地を除く） 




















第２項  中小企業振興法の制定と日本の中小企業基本法  
 




れた（Regnier、2000；Sevilla and Kusol、2000）。  
そして、2000 年 2 月 6 日には中小企業振興政策の基本となる中小企業振興法









表 3-6 の通り、中小企業振興法は 7 章6で構成されている。  
 
＜表 3-6  中小企業振興法の構成＞   





① 製造部門：中規模  2 億バーツ以下、小規模  5,000 万バーツ以下 
② サービス部門：中規模  2 億バーツ以下、小規模 5,000 万バーツ以下 
③ 卸部門：中規模  1 億バーツ以下、小規模  5,000 万バーツ以下  
④ 小売部門：中規模  6,000 万バーツ以下、小規模  5,000 万バーツ以下 











第 3 章 中小企業振興基金  
政府助成金から成り立ち、中小企業・関連団体・政府機関などへの貸付や
助成に使用する。  
第 4 章 中小企業振興行動計画  
中小企業振興政策および計画に基づき、中小企業の開発を支援するための
行動計画。OSMEP が関係機関と調整した上で策定する。  
第 5 章 国による振興と支援  
金融機関や関連機関を通じて中小企業が中小企業振興基金からの助成や支
援を申請し、OSMEP が審査する。  
第 6 章 国による振興と支援の取り消し  
不正、データの未公表などにより上記支援の取り消しを行うこともある。 
第 7 章 罰則規定  
中小企業振興委員会の命令に従わない場合、１万バーツ以下の罰金を科す。 
（出典）Government of Thailand (2000)より筆者作成  
 






礎となる中小企業基本法7は 1963 年に制定された。1999 年に抜本的な改正がな
され、基本理念が往来の救済型から自立支援型へと移行した。表 3-7 の通り 30
条を 4 章に分けて規定している。また、定義は表 3-8 の通りとなっている。  
 
＜表 3-7  日本の中小企業基本法の構成＞   
第 1 章 総則  
第 2 章 基本的施策  
第 1 節 中小企業の経営の革新及び創業の促進  
第 2 節 中小企業の経営基盤の強化  
第 3 節 経済的社会的環境の変化への適応の円滑化  
第４節 資金の供給の円滑化及び自己資本の充実  
第 3 章 中小企業に関する行政組織  




年 12 月 19 日）より筆者作成 
 
＜表 3-8  日本の中小企業の定義＞   















年 12 月 19 日）  
 94 
 
卸売業 1 億円以下  100 人以下  5 人以下  
サービス業  5000 万円以下 100 人以下  5 人以下  
小売業 5000 万円以下 50 人以下 5 人以下  
（出典）中小企業庁ホームページ
（https://www.chusho.meti.go.jp/koukai/hourei/kihonhou/：最終アクセス 2019






































第４章  タイの中小企業振興計画 
 




った。その結果、中小企業振興法が制定された。2001 年には「Seminar on Tactics 
in Developing the SMEs（中小企業発展に向けての戦略）（以下ではワークショ
ップと記述する）」（Office of Small and Medium Enterprises Promotion、2002、
p.157）が開催され、中小企業振興についての議論がなされた。そのワークショ
ップが中小企業振興計画へとつながっていくことになったのである。  
White Paper on Small and Medium Enterprises（以下では中小企業白書と記








第２節  「中小企業発展に向けての戦略」ワークショップの開催  
 































2003 年版中小企業白書（Office of Small and Medium Enterprises Promotion、
2004）によると、2001 年 2 月 26 日、タクシン首相は議会で中小企業振興政策の
 
1 国際一村一品交流協会ホームページ（http://www.ovop.jp/jp/：最終アクセス









(2) 各コミュニティの製品開発のための OTOP プロジェクトを創設する。政府は
コミュニティから国内外の市場にフランチャイズ店やインターネットを通じ
て販売していくための製品の新しい知識、技術、経営の支援を行う。  

























見なされた（Office of Small and Medium Enterprises Promotion、2002、p.157）。






版中小企業白書（Office of Small and Medium Enterprises Promotion、2002）
に記載されたワークショップでの共通認識について抜粋して取り上げる。  
 
(1) 主要な施策  


















ジェクトが、工業省輸出振興局（Department of Export Promotion）で
は製品開発プログラムが、知的財産局（Department of Intellectual 
Property）では革新的な中小企業振興プログラムが、国家科学技術開発庁
（National Science and Technology Development Agency）では科学や技
術の革新プログラムなどがある。  
(2) 金融システム  
まずは中小企業に対する融資と不良債権の問題の解決があげられる。国営の
金融機関2に対して融資の効率化を図るため 400,000百万バーツの追加資金が
なされた。また、2002 年には 5 つの商業銀行3に対して 47,606.805 百万バー
ツが融資された。タイ中小企業開発銀行法（Small and Medium Enterprises 
Development Bank of Thailand Act B.E. 2545）によると、SIFC が SMEDB
へと転換され、更なる経済成長と経済成長の基礎となる新規中小企業をター
ゲットとした金融支援を行うことになった。また、債権買い取りやリースも
含めた一貫した金融サービスの提供ができることになり、2002 年 12 月にサ
ービスを開始した。  
・ 信用保険の拡張  





2 Government Saving Bank, Krug Thai Bank, Bank for Agriculture and 
Agricultural Development, Siam City Bank, Exim Bank, Bank Thai, 
Bank for Development of SMEs, Financial Institution for Thai 
Industries の 8 機関 
3 Bangkok Bank, Thai Farmers Bank, Siam Commercial Bank, Bank of 





(3) 税制と規定  





・ 中小企業にとっての障壁となっている規定の改善や軽減  


















光局(Tourism Authority of Thailand)と工業省 DIP が管理している。全体と
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・ タイブランド促進  
工業省輸出振興局がタイ製品の促進のためにタイブランドマークを作成
した。 
・ 貿易情報センター  
貿易を行う機関・企業に対して貿易に関連する情報を提供する場として設
立された。工業省輸出振興局は貿易推奨サービスを、また工業省海外貿易
局（Department of Foreign Trade）は貿易に関する情報の提供を行って
いる。 






する。ショップの拡大には 100,000 バーツの追加融資を行うこともある。 
・ 地域の中小企業小売業の促進  
工業省国内貿易局は店舗の改善と効率化のためのガイドライン作成のた












・ 電子商取引の促進  
電子機器組合や中小企業電子商取引促進組合が中小企業の競争力強化に
つながる電子商取引法の制定に向けて活発に活動している。  











(6) 技術支援  
需要にマッチすることができるように、また研究開発に官民セクターが積極
的に関与することができるように研究所や検査を行うセンターの増加を進め





めに提供される。工業技術支援プログラム（Industrial Technology Aid 
Program）、タイ完成品基準（Thailand Finish Goods Standard）、製造コス
ト削減のための管理改善プロジェクト（Project for Managing and Improving 
of Manufacturing Process for Reducing of the Manufacturing Costs）、技術








第３項  中小企業振興マスタープランの策定  
 
2000 年 4 月 11 日、工業省によって提案された中小企業振興マスタープランが
内閣で承認された。マスタープランは工業セクターにおける中小企業振興の方向
性やコンセプト、中小企業振興の戦略や範囲、実行のメカニズムをカバーしたも
のである。具体的には、以下の 7 点で構成されている（Sevilla and Kusol、2000、
pp.12-15）。  
 
(1) 技術力および経営や品質管理能力の向上  
(2) 起業家育成、人材育成  
(3) 市場へのアクセス促進  
(4) 金融支援システムの強化  
(5) 事業環境改善  
(6) 零細企業や地方の企業の育成  
(7) 企業間のネットワーク化、クラスターの形成  
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また、中小企業の支援体制として、1999 年には ISMED が設立され、中小企業
経営者や管理職に対する研修を行っている。金融支援としては SICGC4の強化、
1991 年設立の SIFC5の強化と効率性の向上などが打ち出された。  
工業省 DIP は「中小企業発展のためには重要かつ緊急な」工業セクターとして
以下の産業を選定し、支援の緊急度に応じて表 4-1 の通り、3 分類した。  
 
＜表 4-1  「中小企業発展のためには重要かつ緊急な」工業セクター＞  


















 （出典）Sevilla and Kusol（2000）より筆者作成 
 
工業省 DIP がどのようにこれらの産業を選定し、分類したのか理由は公表され
ていないため、Sevilla and Kusol（2000）では下記の点を指摘している。 
 
 
4 1985 年に設立された中小企業信用保証基金（Small Industry Credit 
Guarantee Fund：以下 SICGF と記述する）の業務機能を 1991 年に引き
継いだ。  














(5) インフォーマルセクターへの対応は記載されていない。  
(6) 地方企業がどこまで含まれているのかが不明である。  







第３節  第 1 次中小企業振興計画（2002～2006） 
 
第１項  中小企業振興計画の目標と支援策  
 
本節では、第 1 次中小企業振興計画について、Paesai（2014）および Office of 





第 1 次中小企業振興計画は第 9 次国家経済社会開発計画（Government of 














2003 年版中小企業白書（Office of Small and Medium Enterprises Promotion、
2003）には表 4-2 の通り、ビジョン、戦略および目標の概略が記載されている。 
 






(1) 国の経済社会のエンジンとしての中小企業の復活  
① 中小企業の財政力強化のための条件復活と開発  
② 中小企業の環境状況、機会や市場拡大のための改革  
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(2) インフラの建設と改善、ビジネスの課題の排除  
① 中小企業の実態に合わせたインフラ、法律の改正、政府のサービスの
開発 
② 官民協調の推進と民間機関の強化  
(3) 持続可能な成長のための中小企業の強化  
① 効率化の向上、企業の IT や適切なコーポレートガバナンスの推進  
② 商業化に向けての官民セクター、教育機関での研究開発の推進  
③ コミュニティ企業情報ネットワークとサプライチェーンを通しての
企業と開発中のクラスターの連携  
④ 中小企業の人材の能力や質の開発  
(4) 輸出可能な国際レベルに達する中小企業の増加  
① 輸出市場に向けての能力開発 




① 商業生産にむけての研究開発の促進と連携  
② 企業家の創業と起業家意識の醸成  
③ 新企業家のための手続き、建物、インキュベーションや施設の支援  
④ ビジネス志向の新企業家を意識付けするよりよい環境作り  
(6) 地方における貧困解決と繁栄の配分のためのコミュニティレベルの企業
の増加 
① 商業化による利益が得られるための地方のアイディアの促進  
② 地方、県やコミュニティの支援システムと同様に、共同開発のための
可能性のあるコミュニティ企業家の促進  




(1) 中小企業の GDP が徐々に増加し、2006 年には国の GDP の 50％を占め
ること。  
(2) 中小企業の雇用者数が年に 180,000 人増加すること。  
(3) 中小企業の労働生産性が年 2.5％向上すること。 
(4) 中小企業の輸出が年 6％以上成長すること、もしくは 4,365 億バーツに
達すること。  
(5) 中小企業の登録促進システムで効率的に企業登録が進み、2006 年には
中小企業の 72％以上が登録すること。  
(6) 毎年 50,000 人もの起業家を創出すること。  
(7) 2006 年までに OTOP プログラムで 3 つ星以上のコミュニティ団体を年









ィングの 3 つがあげられた。 
① 投資戦略  











② 金融支援  




Siam City Bank などに、中小企業に融資を与えるように指導した。その結
果、2002 年に 7 つの金融機関が提供した融資と信用保証は 520 億バーツ、
前年比 28%増であった。また 2003 年には SMEDB だけでも 6,179 企業に
対して 270 億バーツを融資した。融資を受ける企業の 23%が新規に登録さ
れた企業であった。特定な目的のための融資や、国営企業による融資の増
加は、中小企業の過剰な流動資産のために融資に消極的であった民間銀行









均 16～17％を超えたレベルであることを指摘した。不良債権は 2006 年末
には 43％、200 億バーツとなり、国が管轄している特別金融機関の中でも
トップとなった。  











③ 技術・経営コンサルティング  
2002 年に工業省のもとで新起業家創出プログラム(New Entrepreneurs 






中小企業の雇用が 380 万人増加し、目標を上回った。  
 
第２項  中小企業振興計画の目標に対する結果  
 
第 1 次中小企業振興計画の結果、中小企業の付加価値と輸出の成長は大企業を











＜表 4-3  第 1 次中小企業振興計画の目標に対する結果＞   
目標 結果 
目標 1 
2006 年には国の GDP の
50％を占めること。  
2002 年 41.30% 
2003 年 39.80% 
2004 年 39.80% 
2005 年 39.40% 
2006 年 38.90% 
大企業と比較して伸び率は低かった。製造業やサー
ビス業は成長していたが、貿易業やメインテナンス





2002 年  4,990,217 人  
2003 年  5,566,865 人  
2004 年  8,357,493 人  
2005 年  8,458,160 人  
2006 年  8,863,334 人  














2006 年の前年対比は 9.30%増、1,438,280 百万バ











2002 年  422,267 社 
2003 年  430,566 社 
2004 年  446,194 社 
2005 年  450,582 社 









2002 年  35,381 社  
2003 年  43,440 社（前年比 22.8%増加） 
2004 年  47,583 社（前年比 9.5%） 
2005 年  49,534 社（前年比 4.1%） 

























第４節  第 2 次中小企業振興計画（2007～2011） 
 
第１項  中小企業振興計画の目標と支援策  
 
本節では、第 2 次中小企業振興計画について、Paesai（2014）および Office of 
Small and Medium Enterprises Promotion（2010）、Office of Small and Medium 
Enterprises Promotion（2012）、Office of Small and Medium Enterprises 
Promotion（2013）をもとに、策定の経緯、内容、結果について考察する。  




算や計画の調整ができなかった。不安定な政治的環境や 2006 年～2007 年の石油
価格の高騰が国内需要を落ち込ませ、投資が減少し、中小企業の経営を圧迫した。
2006 年の経済成長は 5％だったが、2007 年には 4.3％となった。Paesai （2014）
















第 2 次中小企業振興計画は、持続可能な経済開発に焦点を当てた第 10 次国家
経済社会開発計画（Government of Thailand, 2007）や国家科学技術戦略






















(1) 中小企業と企業家を創出・発展させる。  
(2) 製造業において生産性やイノベーション能力を向上させる。  
(3) 貿易セクター（小売業や卸売業）の効率性を向上させる。  
(4) サービスセクター（観光業や関連産業）において価値の創造と高付加価
値化を促進する。  
(5) 地方の中小企業振興を促進する。  
(6) 中小企業の企業活動において助けとなる要因を開発する。  
・目標 
(1) 中小企業の GDP シェアを 42％に上げること。  
(2) 中小企業の輸出価値創出の成長率が国全体の成長率を下回らないこと。 
(3) 全要素生産性を年 3％以上増加させること。ターゲット産業においては
年 5％以上増加させ、労働生産性を年 5％以上向上させること。  











には Thai Industrial Standards Institute や ISO Management System 
Certification Institute、コンサルティングには OSMEP、産業立地には Industrial 























2007 年  38.7% 
2008 年  38.1% 
2009 年  37.8% 
2010 年  37.1% 













2008 年  7.36％   （全体 11.16%） 
2009 年  △6.03％ （全体△11.17%）  
2010 年  10.39%  （全体 18.8%）  









2007 年  0.05％   （ターゲット産業 0.19％） 
2008 年  △0.07％ （ターゲット産業 0.94％） 
2009 年  0.02％   （ターゲット産業△0.12％） 
2010 年  n/a      （n/a） 












本計画は 2011 年 5 月 3 日、キーワードが「philosophy of sufficient economy
（足るを知る経済哲学）」「people at the center of development（人間中心の開発）」



























(1) 第 11 次国家経済社会開発計画やその他関連する政策や戦略との関係を考慮
する。 










＜表 4-6  第 3 次中小企業振興計画＞   
・目標 
(1) 2016 年には 250,000 社の中小企業が起業される。 
(2) 2016 年には 30,000 社の中小企業が自社の優位性を開発する。  
(3) 60 以上の中小企業ネットワークが構築される。  
(4) 中小企業を振興するための環境が改善される。  























なお、第 3 次中小企業振興計画の結果分析を踏まえて、2017 年からは第 4 次中
小企業振興計画が開始されているが、現在英文での公開がされていない。 
 




























第５章  タイの中小企業白書から見る中小企業振興  
 

























5 人以下）の事業者、または個人事業者。  
2 OSMEP ホームページ（https://www.sme.go.th：最終アクセス 2019 年 12






＜表 5-1  GDP 値＞   
全体
百万THB 百万THB ％ 百万THB ％ 百万THB ％
1999 4,637,079.0 435,507.0 9.4 4,201,572.0 90.6 1,811,905.0 39.1
2000 4,923,263.0 444,143.0 9.0 4,479,120.0 91.0 1,946,244.0 39.5
2001 5,133,836.0 468,456.0 9.1 4,665,380.0 90.9 2,020,128.0 39.4
2002 5,451,854.0 510,877.0 9.4 4,940,977.0 90.6 2,115,316.0 38.8
2003 5,930,362.0 579,460.0 9.8 5,359,602.0 90.2 2,263,574.0 38.1
2004 6,576,834.0 651,629.0 9.9 5,925,205.0 90.1 2,486,892.0 37.8
2005 7,104,228.0 706,285.0 9.9 6,397,943.0 90.1 ー ー
2009 9,050,715.0 1,052,564.0 11.6 7,998,151.0 88.4 3,417,860.7 37.8
2011 10,539,446.0 1,406,504.0 13.3 9,132,942.0 86.7 3,859,587.6 36.6
2012 11,375,349.0 1,395,743.0 12.3 9,979,606.0 87.7 4,211,262.7 37.0
2013 11,898,710.0 1,425,783.0 12.0 10,472,927.0 88.0 4,454,939.6 37.4
2014 13,148,601.0 1,378,386.0 10.5 11,770,215.0 89.5 5,212,004.0 39.6
年
農業セクター 非農業セクター 中小企業








＜表 5-2  中小企業の GDP における構成比＞    
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製造業 商業・保守 サービス業 その他
％ ％ ％ ％
2004 26.9 33.0 29.1 11.0
2009 30.4 29.9 32.0 7.7
2011 31.2 28.0 33.0 7.8
2012 30.9 27.7 33.3 8.1
2013 29.6 27.7 34.8 7.9
2014 23.5 27.9 41.3 7.3
年
 
（出典）Office of Small and Medium Enterprises Promotion （2001）（2002）
（2004）～（2006）（2010）（2012）（2014）～（2016）より筆者作成  
 
その他を除く、どのセクターも 30％前後と同等の比率である。  
 


























＜表 5-4  企業数＞   
全体 中企業 小企業
1994 ー ー 437,905 ー ー ー ー
1997 803,201 4,168 799,033 ー ー ー 99.48
1999 ー ー 524,960 ー ー ー ー
2001 842,329 4,168 ー ー ー ー ー
2002 1,645,530 6,103 1,639,427 ー ー ー 99.63
2003 2,006,528 10,599 1,995,929 ー ー ー 99.50
2004 2,166,621 5,044 2,161,577 ー ー ー 99.80
2005 2,249,718 4,444 2,239,280 9,927 2,229,353 5,994 99.50
2009 2,900,759 4,653 2,896,106 12,065 2,884,041 ー 99.80
2011 2,652,854 6,253 2,646,549 11,709 2,634,840 ー 99.76
2012 2,781,945 ー 2,739,142 ー 2,724,902 ー 98.50
2013 2,844,757 7,349 273,997 13,247 2,750,750 73,411 97.16






（出典）Office of Small and Medium Enterprises Promotion（2001）（2002）
（2004）～（2006）（2010）（2012）（2014）～（2016）より筆者作成  
 
＜表 5-5  従業員数＞   
年 全従業員数 大企業 中小企業 不明 中小企業比率
2002 7,234,022 2,243,805 4,990,217 ー 68.98
2003 9,172,752 3,605,887 5,566,865 ー 60.70
2004 11,604,332 9,330,667 ー 80.40
2005 11,791,096 2,894,932 8,896,164 ー 75.40
2009 12,405,597 2,704,243 9,701,354 ー 78.20
2011 13,107,263 2,111,229 10,995,977 ー 83.89
2012 14,662,812 2,251,547 11,783,143 1,538 80.40
2013 14,098,563 2,682,323 11,414,702 1,538 80.96










＜表 5-6  日本の中小企業が占める割合＞    
大企業 中小企業 中企業 小企業
企業数（2016年） 0.3 99.7 14.8 84.9
従業員数（2016年） 31.2 68.8 46.5 22.3






















＜表 5-7  2001 年版目次＞ 
(1) 中小企業の役割  
(2) 中小企業の概況と傾向  
(3) 中小企業の発展を支えるファクター  
(4) 中小企業を促進・支援する政策  













スの件数が 3 倍多く、中小企業の活用が進んでいない。  






・ 貿易に関する情報システムの開発、電子商取引の活用。  











(4) 経営・人材戦略  
・ 経営に関するカウンセリングサービスや教育を全セクターにおける中小
企業の従業員や起業家に提供する。それは工業省、科学技術環境省、商
業省、タイ観光協会や ISMED の責任ある政府機関を通じて行う。  
(5) 税・特典・規則  






































































第４節  2002 年版中小企業白書  
 
＜表 5-8  2002 年版目次＞ 
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(1) タイ経済の概況  
① タイ経済の概況  
(2) 中小企業の状況と傾向  
② 中小企業の概況と分布  
(3) セクター別中小企業の生産性  
③ 国内生産性の概況  
④ 繊維・アパレル産業  
⑤ 皮革・靴産業  
⑥ 自動車部品産業  
⑦ 卸売・小売業  
⑧ ホテル産業  
(4) 2002 年中小企業振興政策のレビュー  
⑨ 政府による中小企業振興政策  
⑩ 国際貿易交渉の概要  
（出典）Office of Small and Medium Enterprises Promotion（2002）より筆者
作成 
 
2002 年版で初めて中小企業の定義について記載された。工業省が 2002 年 9
月 11 日に公表した定義であり、4 セクター別に従業員数と固定資産額（土地を
除く）で規定された。  
 
＜表 5-9  タイの中小企業の定義＞   









製造業 ＜＝50 ＜＝50 51～200 ＞50～200 
卸売業 ＜＝25 ＜＝50 26～50 ＞50～100 
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小売業 ＜＝15 ＜＝30 16～30 ＞30～60 
サービス業  ＜＝50 ＜＝50 51～200 ＞50～200 
（固定資産は土地を除く） 







（例 A）製造業で従業員数が 300 人、固定資産が 100 百万バーツの場合、  
中小企業と見なされる。  
（例 B）製造業で従業員が 100 人、固定資産が 300 百万バーツの場合、  
中小企業と見なされる。  
第 3 章では生産性を取り上げて分析している。まず国としての競争力は World 









4 インフラ整備：基礎・技術インフラ・科学インフラやヘルス・環境。  
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1997年 1998年 1999年 2000年 2001年 2002年
総合力 31 41 36 35 38 34
  経済指標 28 32 40 15 15 32
  政府における効率化 23 36 28 30 39 27
  ビジネスにおける効率化 33 44 42 42 44 38
  インフラ整備 40 41 38 37 40 38
   
（出典）Institute for Management Development（2001）より筆者作成  
 
アジア諸国内でのランク付けを見てみると、2002 年タイは総合力で第 8 位と
なっている。  
 
＜表 5-11  アジア諸国の競争力＞   
総合力 経済指標 政府 ビジネス インフラ
シンガポール 1 3 1 1 1
香港 2 2 2 2 3
台湾 3 10 4 3 4
マレーシア 4 6 3 4 5
韓国 5 5 5 5 6
日本 6 7 8 6 2
中国 7 1 7 9 7
タイ 8 8 6 7 8
フィリピン 9 9 9 10 9
インド 10 4 10 8 10
 














＜表 5-12  カテゴリー別生産性＞   
1998 1999 2000 2001
総合的生産性 43 43 44 46
労働生産性 43 43 43 45
農業での生産性 43 43 41 47
工業での生産性 43 43 38 43
 







同白書によると、2000 年と 2001 年にバンコクおよびその近郊の中小企業 511
社を対象に調査が実施された。31.9％にあたる 163 社は製造業、68.1％にあたる
348 社が商業・サービス業であった。労働生産性はわずか 0.95％の向上にとどま




















第５節  2003 年版および 2004 年版中小企業白書  
 
＜表 5-13  2003 年版目次＞ 
(1) タイ経済の概況  
① タイ経済の概況  
(2) 2002 年における中小企業の構造と状況  
② 中小企業の概況と分布  
③ 中小企業の主要な経済指標  
(3) 中小企業振興政策と結果  
④ 中小企業振興政策  
⑤ 2003 年中小企業プロジェクトと振興活動の結果  
(4) 国際フォーラムにおける中小企業振興  
⑥ 第 10 回 APEC 中小企業閣僚会議の結果  
⑦ FTA 
(5) 中小企業振興施策とプログラムの影響分析  
⑧ 中小企業振興施策とプログラムの影響分析調査レポート  
(6) 2004 年のトレンド  
⑨ 経済状況と中小企業  
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（出典）Office of Small and Medium Enterprises Promotion （2004）より筆者
作成 
 
＜表 5-14  2004 年版目次＞ 
(1) 2004 年のタイ経済  
① タイおよび主要な国の概況  
(2) 中小企業の構造と状況  
② 中小企業と分布  
③ 雇用 
④ 中小企業のパフォーマンス  
(3) 主要なプロジェクトから見るセクター別経済パフォーマンス  
⑤ セクター別経済状況（フランチャイズ、観光ビジネス）  
⑥ 主要な運用結果  
(4) FTA 
⑦ FTA 交渉の結果  
(5) タイの経済概況  
⑧ タイの経済概況  
⑨ 中小企業の概況  
付表  中小企業振興アクションプラン 2002～2006 のまとめ 
（出典）Office of Small and Medium Enterprises Promotion （2005）より筆者
作成 
 
2 年連続で FTA について記載されている。タイは二国間のみならず、WTO や




















＜表 5-15  タイと交渉中の FTA＞   
相手国 現状 
中国 関税削減に合意した段階 
インド 自由貿易フレームワークに合意した段階  
日本 交渉中 
ベンガル湾多分野技術経済協力
イニシアチブ（Bay of Bengal 
Initiative for Multi-Sectoral 





バーレーン  経済同盟に合意  
米国 FTA 交渉を始めることを確認  





ブラジル  初期会談への交渉を開始 
オーストラリア  2004 年に FTA が締結  
南アフリカ  初期理解が開始  
EU 初期交渉段階  
（出典）Office of Small and Medium Enterprises Promotion（2005）より筆者
作成 
 





















＜表 5-16  2005 年版目次＞ 
(1) 中小企業  
① 経済概況  
② タイの中小企業の概況と地理的分散  
③ 雇用 
④ 輸出入の状況  
⑤ 投資状況  
⑥ 2005 年の貿易・サービスのセンチメント指標  
⑦ 起業家社会の強化：現状とガイドライン  
付表 2  選定した国における中小企業情報  
付表 3  他国との FTA のタイムフレーム  
付表４  中小企業支援機関  



















第７節  2009 年版、2011 年版および 2013 年版中小企業白書  
 
＜表 5-17  2009 年版目次＞ 
(1) 状況と経済指標  
① GDP 
② 国際貿易  
③ 中小企業による民間消費と投資  
(2) 状況と構造的指標  
④ 企業数と従業員数  
⑤ バンコクエリアにおける中小企業の起業家  
(3) 中小企業の課題  
⑥ 中小企業と ASEAN コミュニティへの参加  
⑦ 中小企業の調査：経済、社会、文化的役割  
(4) 中小企業振興計画の施策と結果  
⑧ 第 2 次中小企業振興計画（2007～2011）における 2007 年～2009 年の
中小企業振興の結果  
⑨ 経済危機の対処方法  
（出典）Office of Small and Medium Enterprises Promotion（2010）より筆者
作成 
 
＜表 5-18  2011 年版＞ 
1. 状況と経済指標  
① GDP 
② 国際貿易  
③ 経済指標  
2. 状況と構造的指標  
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④ 企業数と従業員数  
3. AEC に打ち勝つための課題  
⑤ ASEAN SME Policy Index 
⑥ タイ経済にとって重要な 6 セクターにおける AEC の影響（機械、食品
工業、ゴム製品、包装・プラスチック製品、繊維・アパレル、宝石・装
飾） 
⑦ AEC 発足に対する製造業の強化  
⑧ サービスセクターにおける自由化の影響  
4. 中小企業振興の方向性と施策  
⑨ 事業運営の法律と規則に関する情報の効果  
⑩ 洪水と最低賃金の引き上げによる影響を受けた中小企業に対する運営
手段における特別な施策と基準  
⑪ 中小企業振興計画（2007～2011）における中小企業振興の評価  
⑫ 第 2 次中小企業振興計画（2007～2011）フレームワークにおける中小
企業振興プロジェクトの運用結果のまとめ  
（出典）Office of Small and Medium Enterprises Promotion（2012）より筆者
作成 
 
＜表 5-19  2013 年版目次＞ 
(1) 状況と経済指標  
① GDP 
② 国際貿易  
③ 経済指標  
(2) 状況と構造的指標  
④ 企業数と従業員数  
(3) AEC に打ち勝つための課題  





(4) 中小企業振興の方向性と施策  
⑦ 最低賃金の引き上げによる影響の軽減および中小企業の起業家能力の
強化のための施策  
⑧ 2010 年～2011 年における州別の建築産業のデータベースによる分析  
⑨ 中小企業振興計画（2007～2011）の評価 




その中で 2009 年版には CLMV 諸国の経済を取り上げ、タイのどの産業にとって
貿易や投資、サービス面での可能性があるのかを分析している。  
 




(2) 農業・農業関連機械  
(3) 観光製品・サービス  
(4) 建築製品・資材  




(2) 農業・農業関連機械  
(3) 建築製品・資材  





(2) 農業・農業関連機械  
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(3) 建築製品・資材  
(4) 自動車・部品  
(5) サービス  
ベトナム  
 
(1) バイク部品  
(2) バイク修理  
(3) 建築製品・資材  
(4) 消費財 
(5) 観光ビジネス  
（出典）Office of Small and Medium Enterprises Promotion（2010）より筆者
作成 
 
2013 年版から 3 年連続で、ASEAN＋6 の消費者行動について書かれている。













第８節  2014 年版および 2015 年版中小企業白書  
 
＜表 5-21  2014 年版目次＞ 
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(1) 状況と経済指標  
① GDP 
② 国際貿易  
③ 経済指標  
(2) 状況と構造的指標  
④ 企業数と従業員数  
(3) 中小企業にとって興味深い調査  




⑦ 金融構造  
⑧ 22 州における建築産業セクター別データベースによる調査  
⑨ セクター別中小企業振興戦略プランとアクションプランの立案（ヘルス
サービス、小売・卸売、情報・デジタルコンテンツ）  
⑩ タイの中小企業に影響する ASEAN 諸国の政策や法律の調査  
（出典）Office of Small and Medium Enterprises Promotion（2015）より筆者
作成 
 
＜表 5-22  2015 年版版目次＞ 
(1) 状況と経済指標  
① GDP 
② 国際貿易  
③ 2014 年と 2015 年の経済指標 
(2) 状況と構造的指標  
④ 企業数と従業員数  
(3) 主な調査  
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⑦ 政府機関による施策、プロジェクト、振興サービス  
⑧ 中小企業の産業連関表  
⑨ 国境貿易に関する調査  
⑩ 開発における比較研究（Global Entrepreneurship Monitor：以下では
GEM と記述する）  
（出典）Office of Small and Medium Enterprises Promotion（2016）より筆者
作成 
 











































































＜参考資料  日本の中小企業白書のサブタイトル＞   
2001 年版  「目覚めよ！自立した企業へ」  
2002 年版  「まちの起業家の時代へ」  
2003 年版  「再生と企業家社会への道」  
2004 年版  「多様性が織りなす中小企業の無限の可能性」  
2005 年版  「日本社会の構造変化と中小企業者の活力」  
2006 年版  「『時代の節目』に立つ中小企業」  
2007 年版  「地域の強みを活かし変化に挑戦する中小企業」  
2008 年版  「生産性向上と地域活性化への挑戦」  
2009 年版  「イノベーションと人材で活路を開く」  
2010 年版  「ピンチを乗り越えて」  
2011 年版  「震災からの復興と成長制約の克服」  
2012 年版  「試練を乗り越えて前進する中小企業」  
2013 年版  「自己変革を遂げて躍動する中小企業・小規模事業者」  
2014 年版  「小規模事業者への応援歌」  
2015 年版  「地域発、中小企業イノベーション宣言！」  
2016 年版  「未来を拓く稼ぐ力」  
2017 年版  「中小企業のライフサイクル～次世代への継承」  
2018 年版  「人手不足を乗り越える力  生産性向上のカギ」  
2019 年版  「令和時代の中小企業の活躍に向けて」  
（出典）中小企業庁ホームページ
（https://www.chusho.meti.go.jp/pamflet/hakusyo/index.html：最終アクセス
2019 年 12 月 19 日）より作成 
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第６章  タイ国政府の支援策 
 





となって「世界の台所（Kitchen of the World）」プロジェクトを進めている
が、2012 年からはマイナス成長となり、より一層の成長戦略が求められている
（National Food Institute、2015）。  








第２節  食品産業に対する支援  
 
第１項  タイにおける食品産業の重要性  
 
Sunetra (2007)によると、国家経済社会開発庁（National Economic and 















った。そのため、2010 年の実質 GDP 付加価値額では食品加工業が製造業全体
の 17.6％を占め、世界第 12 位の食品輸出国となった。中でも、キャッサバが世
界第 1 位、砂糖が第 2 位、水産物が第 3 位、米が第 3 位、鶏肉が第 4 位と上位
を占めている品目が多いが、いずれも豊富な原材料を活かした製品である。その
品質が評価され、2011 年には輸出額が前年対比 20％増となった（National 
Food Institute、2017）。しかし、近年タイ経済の発展に伴うコストアップや東
南アジアや中国といった後進国からの追い上げから厳しい競争にさらされてお
り、2012 年にはマイナス成長となった（National Food Institute、2017）。そ
のため、より一層の高品質化・高付加価値化による差別化が求められている。  
 
第２項  「Kitchen of the World（世界の台所）」プロジェクトの概要  
 




＜表 6-1  Kitchen of the World プロジェクト＞ 
・ ビジョン  




・ ミッション  
➢ すべてのサプライチェーンにおける経営品質のアップグレード  
➢ 基準・安全・付加価値・マーケティングの分野において、企業間連携
が促進されることによる発展 
➢ 食品産業における企業家との協働ネットワークの創出  
・ 目的 
(1) 上流、中流、下流ビジネスが持続的に存続すること。  
(2) より多くの企業が基準を満たすこと。  
(3) タイの食品に関する信頼性を確立し、輸出量を増加させること。  
(4) 企業家の収入を増加させること。  
(5) タイの食品が品質、イメージ、独自性の面で国際的に認められるこ
と。 










(2) 信頼性や透明性のある国際基準を取得する。  



























② AEC を活用した製造プロセスとし、原料価格に注意する。  
③ AEC による貿易施策の問題から保護するメカニズムを構築する。  
④ AEC におけるネットワーク、コミュニケーション、情報共有を促
進する。  
⑤ 国内外の流通システムを開発・調整する。  


















第３項  食品産業振興に関するマスタープラン 2010～2014 
 
タイ国政府は 2010 年に「食品産業振興に関するマスタープラン（Master 
Plan for the Thai Food Industry）2010～2014」を策定し、食品産業の振興を
進めるとした。Office of Industrial Economics（2008b）によると、タイで食品
産業を振興する理由として以下の点を指摘している。  
 




1 National Food Institute ホームページ（http://nfi.or.th/home.php：最終アク















必要である点が指摘された（Office of Industrial Economics、2008b）。 
そのため、第 9 次国家経済社会開発計画から、食品産業の発展に向けて、国
レベルのみならず地方レベル、企業レベルにまで施策を落とし込むこととした。












2 Government of Thailand が毎年発行している National Economic and Social 








（Master Plan for the Thai Food Industry）2010～2014」が策定された。 
 
＜表 6-2  食品産業振興に関するマスタープラン＞ 
(1) 競争力を強化するための能力向上  












③ 科学や技術の開発  
・ 食品産業全体の技術革新や開発に対する促進と支援を行う。  
・ 食品に付加価値をつけるための研究開発を行う。  
・ 企業経営者に対する研究開発の支援を行う。  
・ グローバル市場参入の可能性のある地域の食品産業の技術開発を支
援する。  






・ 食品産業の需要に合致する人材を育成する。  
④ マーケティング  









・ マーケティングにおける官民セクターの協力促進を行う。  
・ 国際市場での結果を出すことが可能な商談交渉人を育成する。  
⑤ 食の安全  
・ リスクや食の安全を分析する専門家を育成する。  
・ 食の安全に関する法律、規則や基準の開発と実施を行う。  
・ 食の安全に関連する官庁間の調整を行う。  
・ 原料の品質管理や安全性の開発を行う。  
・ 輸出入における検査、認証、早期警告システムの開発を行う。  









GMP と記述する）や HACCP（Hazard Analysis and Critical 
Control Point）の確立） 
(2) ネットワークや連携の構築  
① 食品産業に関する情報  
・ 食品産業に関するデータベースを構築する。  
・ 農業セクターから製造セクターに至るまでいち早い情報伝達のた
めのネットワークを構築する。  
・ 食の安全に関する情報センターの設置と情報提供を行う。  
② 産業団体や国際団体との協力やネットワーク  
・ 関連機関の事業重複を避け、作業効率をあげるための協力体制を
構築する。  
・ 農業や製造業の生産者や販売者のネットワークを構築する。  
・ 国際交渉での支援を得るための地域内の協力を促進する。  







第４項  2011 年版中小企業白書における食品産業  
 
2011 年版中小企業白書（Office of Small and Medium Enterprises 











タイは ASEAN 市場では第 2 位の貿易黒字となっており、世界市場においても
上位を占めている。輸出価値の顕示的比較優位である実質資本分析（Revealed 
Comparative Advantage：以下 RCA と記述する）では世界の第 2 位であり、中
小企業数では第 2 位、従業員比では第 6 位であることを考えると、AEC による
影響を受けやすいと言える（Office of Small and Medium Enterprises 
Promotion、2012）。  
 
＜表 6-3  食品産業の付加価値（2001 年～2010 年）＞  
項目 付加価値  
ASEAN への輸出（額）  92,638.47 百万バーツ  
ASEAN への輸出（GDP 比） 2.34％ 
ASEAN での貿易収支  64,438.90 百万バーツ  




中小企業数  95,506 社（99％） 
中小企業の従業員比  51％ 









＜表 6-4  食品産業における海外の戦略的パートナー＞  





















（出典）Office of Small and Medium Enterprises Promotion (2012)より筆者作
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第３節  工業省 DIP 中小企業ネットワークの構築  
 
  政府として中小企業振興を実施する目的として、Harvie and Lee（2003）に
よると、以下の 4 項目があると分析している。 
  
(1) マクロ経済的視点  
中小企業振興が雇用の創出（もしくは失業率の低下）につながる。その結
果、経済発展につながり、輸出促進にもつながる。 
(2) 社会的な視点  
中小企業を振興することにより所得の再配分につながり、貧困の撲滅には中
小企業振興が最も効果的な政策ではないが、貧困の緩和にもつながる。  
(3) 市場の失敗や非効率性の是正からの視点  
市場参入障壁の撤廃、市場や競争相手に関する情報不足の解消、活動場所の
整備につながる。  




























(1) メンバー、政府、その他民間組織のコーディネーションセンターとなる。  
(2) メンバーに対して有益と思われる最新の中小企業に関するニュースを発信す
る情報センターとなる。  
(3) メンバーの国内外の事業を増加させる貿易促進センターとなる。  
(4) メンバーの新規事業の機会を促進する。  
(5) メンバーの能力を向上し、ネットワークを強化する。  
これらの目標に対して、ネットワーク全体の総会以外に、4 つのワーキンググ
ループに分かれて活動している。  
(1) ビジネスマッチンググループ  
 













































































































るものである。本論文の第 3 章から第 6 章まではタイ国政府が実施してきた中
小企業振興政策を考察してきた。タイは ASEAN のメンバーであり、ASEAN は
経済統合を進めようとしている。現在のところ、政策を統一化しようとする動き
はないが ASEAN としての方向性はそろえるべきであり、タイ国政府としても
ASEAN の方向性を無視するわけにはいかない。次章では ASEAN が策定した




第７章  ASEAN の中小企業振興 
 
第１節  はじめに  
 










いるが、2001 年の第 8 回 ASEAN 中小企業省ワーキンググループミーティング
（ASEAN Small and Medium Enterprise Agencies Working Group Meeting：
以下では SMEWG ミーティング1と記述する）で「ASEAN 中小企業開発のため
の 10 年（ASEAN SME Development Decade：以下では ASDD と記述する）
2002～2012」というコンセプトペーパーが提案されたときから、ASEAN とし
て中小企業に関する協議を開始した。その後、協議が重ねられ、2003 年に
「APB 2004～2014」、2009 年に「ASAP 2010～2015」、2015 年に「ASAP 
2016～2025」を発表し、ASEAN として中小企業を支援していく姿勢を打ち出
した。 
本章では、ASEAN として打ち出された中小企業支援策、中でも AEC と平行
して打ち出された ASAP について考察する。  
 
1 ASEAN で中小企業の開発と振興を担当する部署。ASEAN 各国の中小企業関
連省庁の代表がメンバー。中小企業関連省庁と民間セクターが合同で中小企業ア
ドバイザリーボードを構成している。1995 年よりその活動を開始し、2000 年に




第２節  ASEAN における中小企業の概況と課題の認識  
 
Asasen, C. and Asasen, K. and Chuangcham （2003）によると、ASEAN 先
発加盟国は 1970 年から 1980 年にかけて、一次産品、農産物加工品、単純な加
工品、観光業の分野で経済成長を遂げていた。しかし、他国・地域との競争激
化、特に NAFTA 加盟国のメキシコや中国の追い上げが脅威となり、1990 年代













である（国際協力事業団  国際協力総合研修所、2002、p.113）。  
 
(1) 一国の経済活動における比重の大きさ  
(2) 中小企業の持つ労働市場を通じての社会における安定機能  
(3) 中小企業は市場経済のダイナミズムの源泉  
(4) アウトソーシング先としての中小企業の役割  




Asasen, C. and Asasen, K. and Chuangcham （2003）によると、アジア通
貨・経済危機は ASEAN 加盟国を原点に立ち返らせ、政策立案者に、高度経済
成長期には重要視されてこなかった健全な経済発展における中小企業発展の重要
性を再認識させた。その結果、2001 年 5 月第 8 回 SMEWG ミーティング（ヤン
ゴン）で「ASDD 2002～2012」というコンセプトペーパーが提案された。
ASEAN 加盟国の中小企業セクター発展と統合の成長性と持続性への努力をより
一層進めてもらうために作成されたもので、2002 年 SMEWG ミーティングにて
採用された「ASDD のための地域アクションプラン（Regional Action Plan for 
the ASDD）2002～2012」の基礎デザインとなり、広範囲にわたる ASEAN 域
内での活動について記載されている（ASEAN Secretariat、2003）。  
ASDD 2002～2012 を通して ASEAN 域内および域外における中小企業セクタ
ーの発展と集積化への協力関係へと進むこととなり、ASEAN は中小企業への支
援政策を打ち出し、予算化し、また海外の支援を求めた。  




備えとして 150 億米ドル、合わせて 300 億米ドル規模の資金支援スキームを 2











2019 年 12 月 19 日） 
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第３節  ASDD 2002～2012 の概要 
 




＜表 7-1  非農業セクターにおける中小企業数＞ 
                （単位：千社）  
国名 1990 年 1996 年 2000 年 
ブルネイ  3.8 4.1 5.0 
カンボジア  （統計なし）  25.3 25.4 
インドネシア  12045.6 16416.0 16000.0 
ラオス （統計なし）  （統計なし）  （統計なし）  
マレーシア  （統計なし）  18.9 19.0 
ミャンマー  （統計なし）  34.4 （統計なし）  
フィリピン  77.8 99.8 81.8 
シンガポール  31.5 47.0 54.0 
タイ （統計なし）  311.5 350.0 
ベトナム  1.0 30.0 200.0 
（出典）Asasen C. and Asasen K. and Chuangcham（2003）より筆者作成  
 






ブルネイ  98% 92% 
カンボジア  99% 45% 
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インドネシア  98% 88% 
ラオス （統計なし）  （統計なし）  
マレーシア  84% 39% 
ミャンマー  96% 78% 
フィリピン  99% 66% 
シンガポール  91% 52% 
タイ 96% 76% 
ベトナム  96% 85% 
（出典）Asasen C. and Asasen K. and Chuangcham（2003）より筆者作成  
 







































また、Asasen C. and Asasen K. and Chuangcham（2003）は指摘した対応
すべき課題から、中小企業を支援するために ASEAN としての取り組むべき政
策を 7 点挙げた。  
 











(6) 先発加盟国および後発加盟国の発展段階の違いへの配慮。  
(7) 具体的かつ実現可能な、達成するための期間の設定。（3 年以下の短期、3～
5 年の中期、5～10 年の長期） 
 
ASDD 2002～2012 を受けて、SMEWG は中小企業支援のベースとなる APB 
2004～2014 をはじめとする政策ブループリントや戦略的アクションプランを策
定していく。その結果、Lam（1999）が「中小企業の 10 年」と呼んだほど、
ASEAN は中小企業を発展させ、表 7-3 に見られる通り、再び経済成長を遂げる
こととなった。そのため、ASDD 2002～2012 は ASEAN 経済、また、中小企業
にとってもターニングポイントとなった重要なコンセプトペーパーである。  
 




国名 2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年 2011年
インドネシア GDP成長率 ー 0.011 0.06 0.057 0.043 0.053 ー
中小企業成長率 ー 0.041 0.022 0.025 0.026 0.02 ー
ラオス GDP成長率 7.10 8.40 7.50 7.20 6.40 ー ー
中小企業成長率 13.00 13.00 13.00 13.00 13.00 ー ー
マレーシア GDP成長率 5.30 5.80 6.50 4.80 -1.60 7.20 ー
中小企業成長率 6.90 7.40 10.00 6.40 0.40 8.40 ー
フィリピン GDP成長率 ー ー 7.30 3.80 1.10 7.30 3.70
中小企業成長率 ー ー ー ー ー ー ー
シンガポール GDP成長率 7.40 8.80 8.90 1.70 -1.00 14.80 ー
中小企業成長率 11.30 7.80 11.20 -8.90 14.40 6.00 ー
タイ GDP成長率 ー 5.10 4.90 2.50 -2.20 7.80 1.90
中小企業成長率 ー 5.30 4.80 2.00 -2.40 7.90 1.80
ベトナム GDP成長率 8.44 8.23 8.46 6.18 5.32 ー ー
中小企業成長率 23.93 16.70 19.52 7.75 24.23 ー ー  
（出典）ASEAN ホームページ（http://asean.org/asean-economic-
community/sectoral-bodies-under-the-purview-of-aem/small-and-medium-
enterprises/data-and-statistics/：最終アクセス日 2019 年 12 月 19 日）より筆
者作成 
     
第４節  APB 2004～2014 の概要 
 
ASEAN Secretariat（2003、p.1）によると、以下の通り ASEAN 内で会議が
開催され、APB 2004～2014 が策定された。まず、2001 年 5 月に提案された
ASDD 2002～2012 を受けて、政策ブループリントに関する議論が 9 月第 9 回
SMEWG ミーティング（ジャカルタ）、2002 年 3 月第 10 回 SMEWG ミーティ
ング（マニラ）、2002 年 7～8 月第 11 回 SMEWG ミーティング（バンコク）に
て進められた。その結果、2003 年 3 月第 12 回 SMEWG ミーティング（ブルネ
イ）にて詳細版が策定され、3/34 上級経済官僚会議（ASEAN Senior Economic 
Officials’ Meeting：以下では SEOM と記述する）に提出された。SEOM は中小
企業発展に焦点を当てた、より意味のある協力プログラムを実行すべきだとの意
見を付け、第 35 回 AEM に提出した。これらの議論を踏まえて、2003 年 9～10
月第 13 回 SMEWG ミーティング（シンガポール）で最終版として、APB 2004
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～2014 を提出した。その後 2004 年の SEOM 1/35、2004 年 9 月には第 36 回
AEM にて承認された。  
















その目標を達成するために実施するプログラムは以下の 14 項目である。  
 
＜表 7-4  プログラム＞  
プログラム名  内容 
(1) 人材育成と能力向上  
 
① 起業家精神の促進  










⑥ ICT や電子商取引における能力向上  
⑦ サポーティングインダストリーとしての準備  
(3) 金融へのアクセス  
 
⑧ 金融アクセスのための能力向上  
⑨ 金融機関の能力向上  
⑩ 信用へのアクセス  
(4) 技術へのアクセス  ⑪ 技術の向上と革新的技術の移転  




⑬ 中小企業発展のための政策や規則の調整  
⑭ 官民のシナジー効果や中小企業発展と統合の
促進 
（出典）ASEAN Secretariat（2003）より筆者作成  
 
第５節  ASAP 2010～2015 の概要  
 
ASEAN 共同体創設の動きを受けて、2009 年 5 月に AEM はカンボジアで会







業地域開発ファンドの創設を目的として ASAP2010～2015 が策定された。  
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そのために、ASEAN は下記の 6 点を達成する必要があると指摘した
（ASEAN Secretariat、2009b）。 
 
(1) 中小企業の国際化とマーケティング能力の向上  
(2) 金融へのアクセスの改善  
(3) 人材育成と能力向上の強化  
(4) 起業家支援と地方の中小企業支援  
(5) 中小企業サービスセンターおよび ASEAN 中小企業サービスデスクの設置  





＜表 7-5  戦略的スケジュール＞  










    中小企業金融機関
の成功事例の紹介  
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第６項  ASAP 2016～2025 の概要  
 







成される必要があり、そのために 2 つの方針を打ち出した。  
(1) 競争力強化  
零細・中小企業、特に ASEAN 先発国における零細・中小企業の競争力強化
を図り、多様化や革新性をもたらす。  










・ 共通のビジョンと戦略目標を策定する。  
・ 各戦略目標の結果を明確に定める。  








る革新的なり零細・中小企業の創出」と掲げ、2025 年までに ASEAN は、
ASEAN 共同体と地域の発展に組み込まれた、世界的に競争力があり、弾力性が
あり、革新的な零細・中小企業を作り出すことをミッションとした。  
戦略目標と求められる結果として定めた内容が表 7-6 である。 
 
＜表 7-6 戦略目標と求められる結果＞  
(1) 生産性、技術、イノベーションの促進  
① 生産性が向上する。  
② 産業クラスターが形成される。  
③ 競争力強化のためイノベーションが推進される。  
(2) 金融へのアクセス  





(3) 市場へのアクセスおよび国際化  
① 市場へのアクセスやグローバルサプライチェーンへの統合のためのス
キーム支援が更に発展される。  
② 輸出能力が促進される。  
(4) 政策や規制環境の質の向上  
① 政策や規制に関する政府内、政府間の協力が促進される。  
② 零細・中小企業の政策への関心が深まり、政策決定プロセスに対する
零細・中小企業による関与が深まる。  
③ 許認可や規制が簡素化される。  
(5) 起業家精神の促進と人的資源開発  
① 起業家精神の教育や学習プログラムが設けられる。  
② 零細・中小企業のための人的資源開発、特に女性や青年向けの開発が
進められる。  
（出典）ASEAN Secretariat（2015b）より筆者作成  
 
戦略目標の達成を評価するツールとして KPI を選定し、表 7-7 の通りデータ
整備国を定めた。  
 
＜表 7-7  戦略目標・KPI・データ整備国＞  































































・ 行動計画は期限を見据えながらの優先順位に準ずること  
・ 競争や包括的な方法に沿っていること。  
・ 他の分野の団体、政策対話相手、国際機関などの資金や技術支援が得られる
ことを理解していること。  
・ 官民連携を推進すること。  
・ 手段（金融スキーム、人的資源、地域レベルの調和、知識共有／ネットワー
ク、情報と技術、法律と規則、インフラ）を考慮すること。  








＜表 7-8  行動計画＞  











































































（出典）ASEAN Secretariat（2015b）より筆者作成  
 
ASAP 2016～2025 は 10 年にもわたる戦略的行動計画であるため、定期的な
モニタリングや評価は不可欠である。そのため 2 つのモニタリングメカニズム
を定めている。  










ードマップ（2012 年～2025 年）をアップデートする。  






















ASEAN が ASEAN として国際社会でのプレゼンスを高め、競争力優位に立つた
















第８章  タイの食品中小企業の AEC に対する経営戦略  
 








第２節  事例研究（１）Thai Roong Rueng Chilli Sauce Co., Ltd.1 
 
業 種：チリソースの製造・販売  
設 立 年：1961 年 
資 本 金：15 百万バーツ  
従業員数：160 人（2017 年 5 月現在）  




同社は 1961 年に Pichai Teerachotmongkol により、「mabin」というブラン
ド名にて、家内工業として家族および数人の従業員にてチリソースの製造・販売
を開始した。1970 年に 6 口自動充てん機を導入し、本格的な工場生産にとりか
かった。工場を 1999 年に移転し、GMP（SGS （Thailand）Ltd.による証明）
 





および HACCP、2012 年には ISO22000 を取得した。2013 年には息子の
Kraisak が 2 代目社長に就任し、ブランドの再構築を進めている。  



























































  AEC を意識しながら立案した戦略がブランド戦略、ASEAN 域内での販売、
域内からの原料調達、域内への工場進出の四つである。  
  2 代目就任前から、ブランド戦略の一環として、認証の取得を進めた。タイ国




き届いていることを政府機関である SGS （Thailand）Ltd.が認証する Good 
Manufacturing Practices、国際的に認められる高品質な商材につけられるタイ







































  同社は様々な情報源を使って AEC に関する情報を得ており、自動車部品や電
機産業など国際分業体制がどのようにとられていくのか、また他の産業への影響







第３節  事例研究（２）Xongdur Thai Organic Food Company2 
 
業 種：米、シリアル、小麦粉を原料とするインスタントフードの  
製造・販売  
設 立 年：2002 年 
資 本 金：US＄100 千 
従業員数：70 人  




Suwannna Jiwattanapaiboon が OTOP の一環として Nonthanaburi 州で村














2 2017 年 11 月 25 日および 2018 年 8 月 7 日に Pakinee に対してインタビュー






認証を取得し、また、国際有機農業運動連盟（International Federation of 
Organic Agriculture Movement：以下では IFOAM と記述する）や EU のオー
ガニック基準でも認証された。  




































































第４節  事例研究（３）Thai Rich Foods Group Company Ltd.3 
 
業 種： 加工食品の製造・販売  
設 立 年：2003 年 
資 本 金：（未回答）  
従業員数：50 名  













2003 年に Tawan Boonritlukana が Phatumthani 州で冷凍フルーツ加工品会
















工場は Codex Alimentation Supplement to volume 1B-1997; Annex to 
CAC/RCP-1 (1967), Rev. 4 (2003)で管理され、国際認証としては、GMP や
HACCP、HALAL、ISO 22000:2005 を取得、また、The Food and Drug 
Administration によって品質保証されている。  
製品の品質は高く、しかも低価格とあって、市場は拡大している。現在、一日














































＜表 8-1  3 社の比較表＞  







































































取り組みがなされる。また、ASEAN 域外との FTA や RCEP、また ASEAN 加
盟国であるベトナム、マレーシアやブルネイが交渉中である TPP の連携が進む
















本章で取り上げた 3 社はいずれも工業省 DIP 中小企業ネットワークに加盟
し、中心メンバーとして活躍している企業である。3 社が成功した理由として、






  OECD は発展途上国の中小企業振興政策を評価するために SME Policy Index
を構築した。EU 加盟を申請する東欧諸国が EU の中小企業振興政策の基準に沿
ったフレームワームになっているかどうかを見極めるものであった。その後、
2014 年には ASEAN 用にアレンジした ASEAN SME Policy Index を構築し




第９章  OECD によるタイの中小企業振興政策の分析・評価  
 




ASEAN 各国および ASEAN として、首尾一貫した政策の枠組みを構築すること
が必要である。同時に、政策、計画および制度が域内の中小企業の発展を後押し
するかどうかを見極める総合的かつ効果的な監視ツールも必要である。  
OECD は EU への加盟を希望する東欧諸国の中小企業振興政策が EU の基準
に沿っているかどうかを分析するツールとして SME Policy Index を構築した。
EU として求める政策フレームワークを提供すると同時に、政策デザインや施策
実行の評価も見極めるものとした。  
EU への新規加盟国や東欧諸国向けに策定した SME Policy Index をベースと
して、ASEAN 用にアレンジして完成したのが、ASEAN SME Policy Index で























第２節  ASEAN SME Policy Index の構築 
 
OECD GRS South East Europe Division and Eurasia Division（2014）によ







作成された SBA の基本方針と政策フレームワークは表 9-1 の通りである。  
 
＜表 9-1  SBA 基本方針と政策の方向性＞  








・ 中等教育以上の教育  
・ 女性の起業家精神  
(2) 倒産した企業の短期 ・ 倒産と再挑戦  ・ 倒産の手続き  
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間での再挑戦  ・ 再挑戦制度  












































・ 基準や技術規制  ・ 基準や技術規制  
(8) スキルやイノベーシ
ョンの向上推進  


















・ 中小企業の国際化  ・ 中小企業の国際化  
（出典）OECD GRS South East Europe Division and Eurasia Division(2014) 










ASEAN 用にアレンジして、ASEAN SME Policy Index を作成させた。 





上記方向性をもとに、ASEAN SME Policy Index では以下の点を分析・評価
することを目標とした（ERIA、2014）。 
 
(1) 構造面での評価  
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・ 比較可能な中小企業振興政策の改善における進捗評価  
・ 様々な範囲の改善に応えるべく、国のパフォーマンスの評価  
(2) 改善を目標とする支援  
・ 地域や国のレベルの政策や必要とされる支援の優先順位付け  
(3) 地域の連携とレビュー  
・ 共通の評価フレームワークを通じての効果的なレビューの促進  
(4) 官民セクターの関与  
・ 可能性のある起業家や投資家への簡素で透明性のあるコミュニケーショ
ンの提供  
・ 官民によるコンサルテーションを促進する手段の設立  
(5) 計画と資源の配分  







ア・ASEAN 経済研究センター（Economic Research Institute for ASEAN and 
East Asia：以下では ERIA と記述する）の専門家が、国や地域をまたがって評
価を行った。  
 
第３節  ASEAN SME Policy Index 2014 による分析・提案  
 
第１項  ASEAN の中小企業振興政策の分析  
 
本項では ASEAN の中小企業振興政策をどのように分析したのかを ASEAN 
SME Policy Index 2014（ERIA、2014）から考察する。  
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AEC ブループリントでは APB 2004～2014 を通して中小企業振興に焦点を当















第２項  タイの中小企業振興政策の分析  
 
 タイの中小企業振興政策について ASEAN SME Policy Index 2014 では、以下
の通り分析した。  
 
(1) フレームワーク  
工業省傘下に OSMEP が設立され、中小企業振興政策は 5 か年計画のもとで
























































(6) 中小企業の利益代表  
タイ商工会議所、タイ工業連盟、タイ中小企業振興協会（Association for 














































(3) 企業登記の簡便さへの改善  
中小企業の登記が、低コストで、かつ短期間で完了できるように、規制緩和
すべきである。  









































(6) 市場アクセスの改善と特定市場依存からの脱却  
中小企業が海外市場で競争力優位を得るためにはタイ国内における輸出の費
用の高さがネックとなっている。そのため、輸出が促進されていない。  






















第４節  ASEAN SME Policy Index 2018 による分析・提案  
 




























第２項  タイの中小企業振興政策の分析  
 
ASEAN SME Policy Index 2018 では、タイの中小企業振興政策の課題とし
て、以下の 4 点を指摘している。  
 
(1) 制度、規則、運用環境の整備  





② 法律、規則、税金  








③ 金融へのアクセス  
・ 選択可能な金融手段のフレームワークを発展させるべきである。包
括的なフレームワークがまだない。  











(3) 生産性、イノベーションの向上、新技術の適用  



















(4) 起業家精神、人材育成  
① 起業家教育とスキル  
・ 全レベルをカバーする国としての起業家教育カリキュラムの開発が
必要である。世界レベルの機関との連携が必要である。  
















第３項  OECD の提案  
 



























































第４項  食品産業の中小企業振興への提案  
 






































































































終章  成果と課題 
 
第１節  本論文の概要  
 






























































まえて、ASEAN として策定した ASAP についても記述した。上記記述に合わせ
てタイの食品加工業を 3 社事例研究として取り上げ、AEC への対応について、ま
たタイ国政府の中小企業振興政策の活用について考察した。  
 
第２節  研究成果  
 
第１項  本論文の構成  
 









第２章では、AEC が ASEAN の産業にどのような影響を与えているのかについ
てすでになされている研究を考察した。石川幸一・清水一史・助川成也（2009）
は AEC によって自動車や電機といった日本企業にとっての生産拠点の見直しが
















策定された背景と合わせて考察した。中小企業振興計画は 2002 年から 5 か年計
画として策定され、最終目標数値に対して評価を行い、次の 5 か年の目標を設定



































ASEAN として中小企業振興に対する考え方や方向性をまとめた ASAP について
分析した。  









第９章では、OECD が考案した ASEAN SME Policy Index を取り上げて、










その結果、下記の通り 4 点にまとめることができる。  
 


















ために 2003 年に策定された Kitchen of the World（世界の台所）プロジェ
クトを考察した。  






























第３節  課題と今後の研究  
 
2016 年、タイ国政府は National Strategy（2017～2036）（Thailand 4.0）を
発表した。末廣（2018）および National Strategy Secretariat Office, Office of the 











った「National Strategy（2017～2036）」（Thailand4.0）を 2016 年1に発表した。
そこでは、デジタル経済の発展と新世代産業（次世代ターゲット産業）の育成の
2 つを柱とし、イノベーション主導型の経済成長に転換することを目的とする。
そして、新路線のもとで、今後 20 年間に年平均 4.5％の成長率2を実現し、もっ
 
1 末廣（2018）によると Thailand 4.0 がタイ国政府によって正式にいつ制定さ
れたのか確認できていない。ただ、法的根拠となる「国家戦略策定法」と「国家
改革計画並びに手続法」が 2017 年 7 月の官報に公布、施行されている。  











1997 年に「産業構造調整事業」として閣議決定された業種、2012 年の第 11
次国家経済社会開発計画でターゲット産業とした業種と Thailand 4.0 でのター
ゲット産業の変化については表終-1 の通りである。  
 
＜表終-1  ターゲット産業の変化＞  
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  （出典）末廣（2018）、National Strategy Secretariat Office, Office of the 
National Economic and Social Development Board (2017)より筆者作成 
 
National Strategy に合わせて、第 12次国家経済社会開発計画（2017～2021）、
第 4 次中小企業振興計画（2017～2021）も制定された。  
第 12 次国家経済社会開発計画では、経済面での主な取り組むべき課題として
は以下の 12 点があげられている。  
 
(1) タイの優位性を得るため、イノベーション開発と商業化  
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(2) 科学、技術、イノベーション開発  
(3) すべての年代における労働力と能力強化  
(4) あらゆるバリューチェーンにおける製造の再構築  
(5) 農業生産システムの環境変化への対応と土地の有効利用  
(6) 既存の製造・サービス基盤の促進、先端技術やイノベーションを活用した新
基盤の構築  
(7) 新経済（デジタル・バイオ・創造的文化エコノミー）の強化  
(8) 製造業の支援による、可能性の高いサービスセクターや観光の優位性強化  
(9) 製造業のネットワーク構築  
(10) 中小企業、コミュニティ企業、社会的企業の振興  
(11) インフラ開発  
(12) 海外投資の促進  
 
第 12 次国家経済社会開発計画の中では、中小企業への具体的な支援としては


































仏暦 2543 年（西暦 2000 年）中小企業振興法  
 
プミポン・アドゥンヤデート Bhumibol Adulyadej, Rex 







第 1 条 
この法令を「仏暦 2543 年（西暦 2000 年）中小企業振興法」と呼ぶ。  
第 2 条1  
この法令は官報告示日の翌日から施行する。  

















第 4 条 
中小企業とは、省令が規定した雇用数、固定資産額、払込済み資本額を有
する企業のことである。  
第 5 条2 
首相がこの法令の執行責任者であり、執行のための省令、布告を制定する
権限を有する。  
その省令、布告は官報で告示した時施行することができる。   
 
第 1 章 中小企業振興委員会   
  





委員および事務局長とする中小企業振興委員会を設置する。   
上記第 1 段落に記載の有識者委員は中小企業に関する知識、専門性、経
験を有する者でなければならず、民間機関の代表から 6 人以上が任命され
なければならない。   
上記第２段落に記載の民間機関の代表のうち 3 人以上は地方の中小企業
事業者でなければならない。  
第 7 条  
 
2 第 5 条第 1 段落は国家平和と秩序評議会（National Council for Peace and 




有識者委員は以下の資格を有し、かつ禁止状態にあってはならない。   
(1) タイ国籍を有する。   
(2) 破産者ではない。   
(3) 無能力者または準無能力者ではない。   
(4) 最終判決で拘禁刑を受けたことはない。ただし過失罪、軽犯罪を除
く。  
第 8 条  









より超えることはできない。   





(3) 内閣による解任。  
(4) 第７条に基づく資格を失った、または禁止状態にある。  
第 10 条  









第 11 条  
委員会は以下の権限および義務を有する。   
(1)  内閣に承認を求めるため中小企業振興政策および計画を策定する。  
(2)  第 3 条に基づくその他の事業の形態を規定し、官報告示のために内閣
に提案する。  
(3)  第 4 条に基づく中小企業の形態を規定し、省令制定で内閣に提出す
る。  
(4)  国内の中小企業の現況に関する報告を内閣に提出し、年に 1 回以上そ
の報告を一般に公開する。 
(5)  第 37 条に基づく中小企業振興行動計画の承認を審議する。  










(10) 運営理事会の業務を監督する。  
(11) 法律によって定められた委員会の権限義務と規定されたその他の職 
務遂行。  





第 13 条 
委員会は、委員会の委任に基づき何らかの遂行をさせるため小委員会を任
命する権限を有する。  
上記第 1 段落に記載の小委員会の職務遂行に第 10 条および第 12 条を準
用する。  









第 2 章 中小企業振興事務所  
 
第 16 条 
「中小企業振興事務所」と呼ぶ事務所を設置し、法人格を有し、以下の目
的を有する。  

















































第 19 条 
第 7 条、第 8 条、第 9 条の規定を運営理事会の有識者理事の任免にも準
用する。ただし第 9 条(3)に基づく退任は委員会の権限とする。  
第 20 条 
運営理事会は事務所の業務に関する運営、管理、監督に関する方針を制定
する権限と義務を有し、責任がある。その権限と義務には以下を含む。 




(3)  事務所の毎年の業務計画、財務計画、予算を承認する。  
(4)  事務所の基金運用方針を規定、監督する。  
(5)  第 34 条に規定された事業で使用するため基金の配分を審議する。  
(6)  事務所の会計、財務に関する規約を制定する。  








(10) 事務所長の選出、事務所長の職務、事務所長の職務代行者への委任  
についての規約を制定する。 
(11) 職員および雇用人の福利厚生についての規約を制定する。  
(12) 基金の資金の借入、貸付、投資、助成、支援、または共同事業、出  
資の原則、条件、方法を規定する。  
(13) 第 36 条に基づく基金マネージャーの権限、経営および運用方法に関 
する規則を制定する。  
(14) 基金の出納規則を制定する。  
(15) 委員会に提出するため基金の出納報告を作成する。  
(16) (5)に基づく基金の配分および(12)(13)(14)に基づく規則の制定また  
は改訂変更は委員会の承認後に有効となる。  





第 22 条  
理事長、理事、小委員会委員長、小委員会委員は委員会が規定したところ
に基づき会議手当ておよびその他の報酬を受け取る。  
第 23 条 
運営理事会を事務所長の任命者とし、事務所長の月給および報酬を規定
し、委員会の承認および運営理事会が規定した雇用契約に従う。  
第 24 条 
事務所長は以下の資格を有し、かつ禁止状態にあってはならない。  
(1) 中小企業に関する知識、専門性、経験を有する者である。  
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(2) 事務所に常勤できる者である。  
(3) 職位および定期月給を有する公務員、政治家、地方政府職員、地方議
会議員、事務所の地方管理者や常勤職員、雇用者ではない。  
(4) 第 7 条に基づく資格を有し、かつ禁止状態にない。 
第 25 条 
事務所長の任期は一期 4 年とする。  
任期切れにより退任した事務所長は再任することができるが、連続二期ま
でとする。  





(3) 運営理事会が委員会の承認をもとに解任。  
(4) 第 24 条に基づく資格を欠いた、または禁止状態にある。  




















第 30 条 
事務所は貸借対照表、営業報告書、損益計算書を作成し、会計監査人に送
付し、会計監査人は毎年会計期末から 120 日以内に会計監査を終了する。
12 月 31 日が会計年度の最終日である。  
運営理事会が年毎に承認した事務所の会計監査人は監査報告書を作成、運
営理事会に提出し、運営理事会はそれを委員会に提出する。  
会計検査院は第 2 段落に基づく監査報告書を検査し、認定する。  






第 3 章 中小企業振興基金  
 




(2) 政府が年次予算から配分する助成金。  
(3) 基金積み立てのために寄贈された金銭または財産。  
(4) 基金を運用することによる金利または収入。  


















(4) 事務所の運営や基金管理のための支出。  
第 35 条 
第 20 条(5)に基づく基金の配分についての審議において、運営理事会は第
















上記第 1 段落に記載の規則は第 37 条および第 38 条に基づく中小企業振
興行動計画と整合していなければならない。  
 
第 4 章 中小企業振興行動計画  
 






























(9)  企業経営における情報面での支援、情報技術の振興。  
(10) 中小企業と大企業の関係強化およびその支援のための振興。  
(11) 相互協力または合同事業のための中小企業のグループ化促進。  
(12) 中小企業振興および支援を行う民間機関の育成と促進。  
(13) 中小企業への投資および事業のためのインフラ改善。  
(14) 中小企業振興、あるいは中小企業の不利または制限解消のための権  
利および利益供与。  
(15) エネルギー保全、環境保護、公衆衛生への技術的支援。  
(16) 中小企業にとって障害およびコスト負担となる規則、規約、プロセ  
ス、方法、実施方法の改定。 
(17) 著作権、特許、商標、その他知的財産促進および支援。  






























第 5 章 国の振興および支援 
 



























第 6 章 国の振興と支援の取消 
 










第 46 条  
第 41 条に基づきデータを報告しなかった中小企業、中小企業グループ、







第 47 条 
第 11 条(5)(6)(7)(8)、第 44 条に基づき委員会から提言を受ける、または









第 7 章 罰則規定  
 
第 48 条 














Government of Thailand (2000), Small and Medium Enterprises Promotion 
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戦略的目標 A)  生産性、技術、イノベーションの推進  
戦略的目標 B)  資金調達のためのアクセスの増加  
戦略的目標 C)  市場へのアクセスと国際化の促進 
戦略的目標 D)  政策や規制環境の向上  










1.1  背景 
 







などについて ASEAN 地域の中小企業は完全に理解すべきである。  
 





（10.0％から 29.9％）（図 1-1）。「零細」企業は ASEAN 加盟国内でかなりの数を
占めている。しかしながら、零細・中小企業の定義は ASEAN 加盟国間でも違っ
ている。更に、使用可能なデータは限られており、すべてのデータが完備されて
いるのは数か国だけである。（これらの数値は ERIA、OECD や ASEAN 中小企業










































図表 1-1 は零細企業も含む。ASEAN 経済においてそれらの企業の役割は重要
であるため、2015 年以降の計画では零細企業に関連するイニシアティブも組み込
まれている。  
（付属資料 A. ASEAN メンバー国における零細・中小企業の定義を参照）  
 

























AEC や地域のバリューチェーンに途切れることなく統合されるため  
・ 後半の 5 年間：  
グローバル競争力があり、革新的であり、包括的であり、弾力的であるた
め 
2015 年 4 月にマレーシア・クアラルンプールおよびランカウイで開催された






・ 競争的な方針：  




＜図 1-2 期限によって優先順位がつけられた行動と工程＞  
 
 
1 2 つの方針は 2011 年 ERIA によって開発された「ジャカルタフレームワーク」
から来ている。  
AECの設立


































1.1.3 ASEN SMEWG の主要な活動  
 




・ 2014 年 9 月 14 日にインドネシア・ジャカルタにて政策ワークショップ  
・ 2015 年 11 月 24 日にカンボジア・シエムリアップにて官民対話、第 36 回
ASEAN SMEWG 会合と同時開催。  
・ 2015年 5月 18日にタイ・バンコクにて最終会合、第 36回 ASEAN SMEWG
会合と同時開催。  
Post 2015 SAP SMED は 2015 年 6 月末に完了し、2015 年 7 月の上級経済担
当官会合（SEOM）3/46 にて報告された。2015 年 8 月の第 47 回 ASEAN 経済相
会合にて最終版に署名された。2015年 11月の第 27回 ASEAN首脳会議にて Post 
2015 SAP SMED は発行され、2016 年 1 月 1 日から実施されている。  
 





















これらの目的のため、また 2016 年から 2025 年の 10 年間に最適な価値を生み
出す協同的な行動を確保するため、post 2015 SAP SMED は以下の分野において
ASEAN 加盟国にとって実用的な実行ガイドとなるであろう。  
・ ビジョンを認識するために、共通のビジョンと戦略目標を策定する。  
・ 各戦略的目標の結果を明確に定める。  




・ ASEAN 諸国が評価でき、SMEWG ミーティングで共有できるように、ハ
イレベルのモニタリング機能を策定する。  
 
1.3 Post 2015 SAP SMED の構成 
 













KPIs は戦略的目標の達成を評価するため政策指標を提供している。  
 
2.1 ビジョンとミッション声明  
 
行動計画のビジョンは次の 10 年で ASEAN が実行したい共通の目標を具体化
するものである。（図 2-1） 

















＜図 2-1 ビジョンとミッション声明＞  
 
 





＜図 2-2 戦略的目標と求められる成果＞  




A-1) 生産性が向上する。  
A-2) 産業クラスターが形成される。  
A-3) 競争力強化のためイノベーションが推進される。  












C-2) 輸出能力が促進される。  

























2.3  KPIs 
 
10 点もの KPIs が Post 2015 SAP SMED にとって戦略的目標の達成を評価す
る政策手段である。  
KPIs の結果は、計画の効果性に関する、また将来の意思決定を行うための有
益な情報を ASEAN 加盟国に提供する。  
 
＜図 2-3 KPIs＞ 






ABD 10 か国 
研究開発費  
（GDP における％）  
WB 10 か国 
B) 金融へのアクセ
ス 





各国データ  4 か国  *2 
中小企業の海外投資シ
ェア 







WB 10 か国 










WB 10 か国 
15～24 歳の参加率  WB なし 
 
上記 KPIsのデータはすべての ASEAN加盟国 10カ国における各国機関や多国
籍機関（例えばアジア開発銀行、世界銀行など）で入手できるが、以下が例外で
ある。 
*1 「中小企業への貸付比率」  
データは 6 か国のみ（インドネシア、マレーシア、ミャンマー、フィ
リピン、シンガポール、ベトナム）  
*2 「輸出における中小企業のシェア」  
データは 4 か国のみ（インドネシア、マレーシア、ミャンマー、タイ）  
*3 「中小企業の海外投資シェア」  
データの収集可能性は個別の調査によって決定される  




2.4 戦略的目標のための行動  
 









求められる成果  アクションプラン  
A-1) 生産性が向上する  A-1-1) 関連する生産性向上の手段の理解を促進
する。 
A-1-2) 資金投資を促進する。  














A-3-3) 産学連携が促進される。  
 














































C-1-3) 電子商取引の活用を促進する。  
C-1-4) 市場アクセスを促進するために国際基準
の適用を推進する。  
C-2) 輸出能力が向上する。  C-2-1) 輸出増加を支援するためのメカニズムが
確立される。  
 




































求められる成果  アクションプラン  
E-1) 起業家教育や学習プロ
グラムが設けられる。  





























✓ アクションプランは時間に拘束された優先順位に関連すること  
✓ 競争や包括的な方法に沿っていること。  
✓ 他の分野の団体、政策対話相手、国際機関などの資金や技術支援が得ら
れることを理解していること。  
✓ 官民連携を推進すること。  
✓ 手段を考慮すること。  
➢ 手段 
1) 金融スキーム  
2) 人的資源  
3) 地域レベルの調和  
4) 知識共有／ネットワーク  
5) 情報と技術  
6) 法律と規則  







✓ 提案者2（リーダー国／政策対話相手、ドナー）  
✓ 行動計画の順序  
✓ 要求される時間（短期、中期、長期）  






✓ 要求される金融支援  
✓ 手段（例として知識共有、人的資源など）  




＜表 3-1 リーダー国＞  
戦略目標  リーダー国  
生産性、技術、イノベーションの促進  タイ、ベトナム  
金融へのアクセスの増加  マレーシア、ラオス  
市場へのアクセスや国際化の促進  シンガポール、タイ  
政策や規則の環境整備  カンボジア、インドネシア  










3.2 モニタリングと評価  
 
10 年にもわたるため、定期的なモニタリングや評価は不可欠である。Post 2015 
































実行の支援 / 進捗の追跡 / ASAP2016-
2025の成果に対する資格の付与
外部のコンサルタント
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ASEAN 加盟国の零細・中小企業の定義  
 
 
ブルネイ カンボジア インドネシア ラオス
零細企業
従業員数 4名未満 10名未満 - -
資産 - 50US$未満 5千万IDR未満 -
資本金 - - - -
売上高 セクター別の売上高 - 3億IDR未満 -
小企業
従業員数 19名未満 50名未満 - 19名未満
資産 - 25万US$未満 5億IDR未満 2.5億LAK未満
資本金 - - - -
売上高 セクター別の売上高 - 25億IDR未満 4億LAK未満
中堅企業
従業員数 99名未満 100名未満 - 99名未満
資産 - 50万US$未満 100億IDR未満 20億LAK未満
資本金 - - - -








従業員数 5名未満 5名未満 - -
資産 - - 300万PHP未満 -
資本金 - - - -
売上高 30万RM未満 30万RM未満 - -
小企業
従業員数 75名未満 30名未満 - -
資産 - - 1.5千万PHP未満 -
資本金 - - - -
売上高 1.5千万RM未満 3百万RM未満 - -
中堅企業
従業員数 200名未満 75名未満 - -
資産 - - 1億PHP未満 -
資本金 - - - -
売上高 5千万RM未満 2千万RM未満 - -
マレーシア
製造業 労働集約型製造業 卸売業 小売業 サービス業 その他
零細企業
従業員数 - - - - - -
資産 - - - - - -
資本金 - - - - - -
売上高 - - - - - -
小企業
従業員数 50名未満 300名未満 30名未満 - 30名未満 30名未満
資産 - - - - - -
資本金 5億Kyat未満 5億Kyat未満 - - - -
売上高 - 1億Kyat未満 5千万Kyat未満 1億Kyat未満 1億Kyat未満
中堅企業
従業員数 300名未満 - 60名未満 60名未満 100名未満 60名未満
資産 - - - - - -
資本金 10億Kyat未満 10億Kyat未満 - - - -






製造業 卸売業 小売業 その他サービス業
零細企業
従業員数 - - - -
資産 - - - -
資本金 - - - -
売上高 - - - -
小企業
従業員数 50名未満 25名未満 15名未満 50名未満
資産 固定資産5千万THB未満 固定資産5千万THB未満 固定資産3千万THB未満 固定資産5千万THB未満
資本金 - - - -
売上高 - - - -
中堅企業
従業員数 200名未満 50名未満 30名未満 200名未満
資産 固定資産2億THB未満 固定資産1億THB未満 固定資産6千万THB未満 固定資産2億THB未満
資本金 - - - -




従業員数 10名未満 10名未満 10名未満
資産 - - -
資本金 - - -
売上高 - - -
小企業
従業員数 200名未満 200名未満 50名未満
資産 - - -
資本金 2百億VND未満 2百億VND未満 1百億VND未満
売上高 - - -
中堅企業
従業員数 300名未満 300名未満 100名未満
資産 - - -
資本金 1千億VND未満 1千億VND未満 5千億VND未満








製造業その他 卸売業 小売業 サービス業
零細企業
従業員数 20名以下 - 5名以下 5名以下
資産 - - - -
資本金 - - - -
売上高 - - - -
小企業
従業員数 - - - -
資産 - - - -
資本金 - - - -
売上高 - - - -
中堅企業
従業員数 50名以下又は 100名以下又は 50名以下又は 100名以下又は
資産 - - - -
資本金 5千万円以下 1億円以下 5千万円以下 5千万円以下
































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































ASEAN Secretariat(2015), ASEAN Strategic Action Plan for SME 
Development 2016-2025, Association of Southeast Asian Nations より筆者訳  
ASEAN中小企業サービスセンターのアップデート
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